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地域交流研究センター (Nursing Research Centeri英文名)が 、本学の附属機関として発

足 して 3年 日が経過 します。ここに、平成11年度のセンター年報が千J行されますことを心よ

りうれ しく思います。三重県には185万人の方がおられるわけですが、
一人一

人の住民の方が

それぞれ安心して生きて暮らしていける街づくりを三重県は目指 していると思います。そこ

に地域交流研究センターとしても寄与できるものがあるのではないかと考えます。

11亜県は他の県と同じく、また日本がかかえている状況と同様に少子化、高齢化とい う人

口構造、社会構造をかかえていると思います。 しかしながら、二重県にはそれぞれの地域の

特性があります。ですから、それ らの地域特性に根差 した健康モデルを考えていく必要があ

るでしょう。地域交流研究センターでは、様々な形での交流というものを促進 していきたい

と考えています。それは学内だけでなく学外そして国際的な視点からの交流もすすめていく

と同時に、人材を育成する使命もあるでしょう。そして、「住民の暮らしを支える支え手を本

センターが支えることで又、本センターも支えられる」のだと思います。

初年度と昨年度はお互いの研究領域を共有しながら当該研究開発事業を進め、本年度は研

究プロジェク ト間で平舌舛1しあうことができることを目指 してきました。 4年 目になる来年度

は、ケアモデルの評価 もしていきたいと思ってお ります。

平成12年3)122日の報告会と本年報という形で今年度までの成果をご報告させていただき、

多くの方達に地域交流研究センターの活動をお伝えしました。まだ本研究プロジェク トには

とりあげていない領域に関しても、地域で必要性があると感 じられることは是非ご提案をい

ただいて、いっしょに研究プロジェク トを立ち上げていけることが理想です。

地域交流研究センターに直接的 ・岡接的にご指導、ご助言、ご協力いただきました方々に

この場をおイliりしてお礼を中し上げますとともに、今後共、ご指導ご鞭槌を賜 りますようお

願V 申ヽし_liげます。

r`成 12年3月

地域交流研究センター

センター長 川  野  雅  資

ロ
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1.県 民局担当制事業

( 1 ) 北勢 県 民 局

地域における活動

担当者 :伊藤千代子、草川好子、大平肇子

I 活 動目的

1.北 勢県民局四日市保健福祉部企画総務グループ、菰野町および北勢県民ナ吉〕地域担当の3者 の協働による

「介護保険研究事業」の進展を図り、介護保険導入後の要援護高齢者家族への保健婦活動のあり方を考祭

する。

2.北 勢県民局管内保健福祉部および市町の保健婦活動を支援すると共に、それらの活動を通して、教員白身

の看護実践、教育実践および研究能力の向上を図る。

工.活 動経過および内容

1.「介護保険研究事業」

昨を十切笠にな野町で行なった要援護高齢者家族の看護ユーズに関する事例調査の分析を行ない、その結果を

「介護保険モデル事業に基づく要介護状態区分とサービス必要量との関連」と題 して、第 52回二重県公衆衛

生学会総会において発表した.発 表者は寺添千恵子、安藤美和子、佐甲隆 (二重県北勢県民局四国市保健福

祉部)、鈴木暗子、鈴木裕美 (菰野出r)、卓川好十、大平肇子、伊藤千代子 (二重県立看護大学)で ある。

研究事業の概要は資料 1の 通 りである。

2.保 健婦活動支援、等

四日市市保健センターの健康づくりに関する調査に対する助古、北勢県民局鈴鹿保健福祉部 「こどもの健

康づくリネットワーク事業J′ヽ の協力を行なつた。また、北勢県民局桑名 ・四日市 ・鈴鹿保健福祉部合同 市

田r村および保1/Rll所保健婦二次研修へ講師として出席 した。

皿_活 動の成果、今後の課題

「介護保険研究事業」については、要援護高齢者への地域保健活動の在り方を考える上での知見が得られた。

今後、さらに詳細な事例分析を行ない、保健婦活動に活かしていけるよう具体的な提言を行なう予定である3

保健婦活動支援については、主として、県民局保健福祉部お(上び市町からの協力要請に応 じて、地域の側の

状況に合わせて活動を進めたりいずれの活動上)途中経過であり、結果を言平価する段階ではないが、その都度の

協力要請には応えることができた。

今後も、地域からの協力要請に応 じて活動を進めるという姿勢を保ちつつ、保健福れ上部および市町との協働

をすすめ、地域の保健課題の解決に向けて、役告」を果たしていきたい。
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資料 1

「介護保険研究事業Jの 概要

.研千究の日的

平成 12年 4月 より導入される介護保険制度では、要介護者に焦フ|、【を当てた要介護状態医分により、サービ

スの提供がなされる。そのため、要介護者の在宅生活への援助という観点に立った場合、保険がカバーする範

囲では不十分であることか指摘されフている.本 研究では介護保険導入後の要援護高齢者ウトヽの1来健婦活動のあり

方を考える上での角1兄を得ることをli的とし、つぎの2点 を明らかにしようとした。

① 要介護状態区分によるサービス給付費と在宅1二活を送る !1で必要な突陽ヽのサービス豊 (金額に換算)と

のよヒ較検f 1ヽを行なう。

② 在宅生活を送る上で必要とするサービス量 (金額)に 、家族4二活力壮がどのように関与しているかの検

討をイ子なう―

功【野町においては、1亨4者
｀
の介護保険モデル事業の対象地域として、斗句戊9年度かに,10年度にかけてTl「々の

調査が行なわオしている,本切F究では、)1句サ蛇10イ|:|せのモデル事業に伴う実態調査対象者のデータの一部を検討資

料とした)すなわち、当該モデル事業において要介護と判定された在宅者は60人であったが、その中から、ケ

アプラン策定の対象となった 12人を本研究σ)検討対象増:例とした。12人の要介護状態lK分は、 Iが 2人 、H

が4人 、IIIが4人 、IVが2人であつた,なお、この要介護状態区分は、■次判定の結果にモ)とづくに分であるじ

!∠、要サービス量は、ナギ生省七人保健福細lrlj介護保険制度施行準備室によって提示されている課題分析方式に

より求め、この必要サービス量を基準単和li(平成 10年 12月厚生省発表)を 用いて金額に換算して表わした.

また、
【
!「例||キ1のナヒ岐を行なうために、要介誕状態区分別サービス給付費 (A)に対する!Z、要サービス金符t(B)

の誉」合を必要サービス壁告1合iB/A× 100と して表わした.た だし、この中には日常生活用共の給付や1主宅故

修などのサービスは合んでいない,

家族生活力投は、家族ケア'F究会が隣|をしたスケール 「ASffr'97」をナキ|いた。このスケールは、家族生活力最

のうち、時間的にまた個人の努力や支援によって変化する9つの力量指標 :健康維持力、健康問題対処力、介

護または療育力、社会資源の活用力、家事運営力、役常け配分 ・補完力、関係調整 ・統合力、住環境整備力、経

済家計管理力を測定対象として、家族の現在の力量をおおよそアセスメントし、レーダーチャー ト形式で表わ

すものである。家族生活力社のアセスメントlt、検討対象者を日頃から支援しており、家族イli活の状況を充分

に把握 している保健婦、看護舛ヽ、社会福祉協議会職員等が行なったし

3.結 果

法方

要介経状態区分に(1るサー ビス給付費と、家族生活全体を支援する立場でアセスメン トして算定 にンた|と`要

サー ビス量 (金額)と は一
致 しなかったぅ

|十対
一の要介護状態区:分であつて |)必要サービス!【と(金額)|十里なってお り、それには家族生活力量の関与

が認められた.

ゼ、要サービス量告‖合は、最小事例が 2%、 最大手例が 2307)であつた_と、要サー ビス量割合が大きい事例で

1士、 全体的にちて族/li活力七とが低く、中で干ぅ、ちて事運営力、役割再配分 ・補先力は顕者に低かった,

2)

(|〕)
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総合医療センターにおける活動

担当者 :rJ井徳子、杉|||キ代子、林 文 代、き井勢津子、杉崎一美

I 活 動目的及び活動概要

総合医療センターの看護活動に参加、協力することにより、教量自身の実践能力及び看護スタッフの資質向

上を図ることを目的としている.本 年度も教員個々の研修活動は4カ所の病棟と看護部で行い、メンバーの共

通活動としては看護研究指導に関わつた。

活動状況

1.個 々の研修活動
・小児看護としての援助のあり方を考えるために、人1硫児の母親から子ど1)の病気 。人院への対応や″芭ヽ境、

更に、子育て一般についての囚り事などを聞いているが、今後は外来受診児の母親からの聞き取りや外来

における看護婦や医師の対応を知ることも必要と考えている。 (臼井)
・看護婦の日常業務の問題意識と対処行動の実態を把握することから、病棟の看護活動向上のために関わる

事項を検討しているが、現在、データ収集段階である。今後1)データ収F4_を糸陛続し、分析を行うことで明

確にしていきたい,(林 )
・月例教育委!1会′ヽ参加 し、教育活動の計「irや進め方、評価等について一緒に考え、「]々の子護活動に選元

するように努力をしている。また、'印ケ活動に参加 し、教育委員と共に活動を行い、効果的な運営を試行

し評価 しながら、次の教育活動へつながるように教育的見地からサポー トをしている。今後は教育活動の

実践を通して、教育委虫各人が継続教育の音義を考え、具体的な展開方法を学おミ機会となるような関わり

方がキ性能課題である|,また、看護部の教育干十Ffとその結17_をj連求し、当センターの効果的な教育活動方法

について舞!主と共に探求することを考えている.(杉 山)
'手術侵妻期の想者に質の高い看護ケアを提供することを目的として、救命センターのスタッフと共に、人

室忠者に対して質十湖紙調査を実施したぅまた看護婦に対してtD看護ケアの質1湖紙1調査を行つた。今後はデ
ータの分析結果から、現在の看護ケアの質を評価し、より質の高い看護ケアを提供するための関わり方に

ついて検討 していきたい。 (杉崎)
・り^ビ リ'引における有効な看護援助を見いだすことを目的として,量院後の4t活援助方法についての検討

を計ばfしていたが、病棟の研究内容との関連かに,、進めることができなかった,今 後は、学生実習に還元

できる内容を検討 していきたい,(古 井)

2 共 通の活動 :研究指導

昨年度の布准部と大学側との研究指導のあり方についての話し合いの内容を踏まえて、本年度は計mF作成

段階を重祝tンた精】キで 16件の看護研究に関わった.研究は昨年度からのホ陛続のテーマや、さに,に花ルせさせた

内容 1)みられ、スタッフの研究′ヽの取り組み方についての進歩がみに)れてきている.

1lI よ と め

活動 十ぅ3年 か椎i出し,、県民局活動の主旨や)F角イさオ1″、看li篭部の教員の活動に対するナ棚待 1)大きくなつてきて

いる,そ の 一例とし′て、次イ|を度は年後教育ヴ)テーマ埼!〕印ケ会方ヽの教,1ブ)参加要品が浄)り、じき受けることに(上

って、さデ)に教虫出身 とナー スの張質向 にに行与できるので1士ないか と考える,

こげ)kう にイ千古篭出;やスタッフとのi lg携はとオしてきているが、大
′
羊も北lj蛇イli度を迎え、数と主σ)時||||||ノだ制約は

た々々 大きくなってくる!そ のため研1ケ方法や研究指導において、効十的な研修方法やす指導体市」ブ)検討が|と、要と

考えャる十
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( 2 ) 津地 方 県 民 局

こ こ ろの 医療 セ ン ター

担当者 ! ギヒ島謙吾 (活動協力 :藤本幸二、大谷 忠 )

I 活 動 「]的

こころの医療センターにおける精神科看護実践および研究活動を理解 し教員と看護スタッフが相互に学び合

うことを通 し、な経突践及び研究活動の推進をはかることを目的 とする。

H 活 動経過及び本年度の活動状況

十li神科における看護研究お よび看護記録について各々講義や質疑応答を通 して学びを深めたっ

1.呑 離イ"F究結論i悔義 :研 究対象 となる現象への接近方法

・寸「例的研究
・調査的,F究

。研究計画作成

2.看 護研究事例へのlla別助 言

3.米 li神11科における布誕liこ無

I11 今 後の言紫題

十1高茶比i十j院は、こころの区棟センターと改称さオし、建物全体が新築さオした。そオしに伴つて、病1硫組織およ

び病棟構造 tぅ機能的 ・開放的に変革された。

今後は、千誰実践活動のさらなる充実に繋がるような相互の字び合いと連携活動を目指 したいと考える.

- 4 -



/Jヽ

I  活千弱J「1「的

十li神看経すキの1比点で児張ブ)こころの発進を1支援寸
~る

ブデ逆〔を検吾押
~る

。保健生に来生す る児童の実態を把握する。
・来itンた児立ヘブ)差f墜教諭ブ)対応 に参加観察する.

11.活 動経過報告

1_活 動施設 :津 県民局内に所在す る、児童教 500そ名程度の中規模校

2_活 動実施 IJ i 1999年9月 ～12)1の水曜 十1(授 業時間 8:30～13:45)のうち 7日 間

3.実 施結果

1)1米 健生来生児張教及び学年別来室児童数
・来生児張教 i延べ 272名 来室
・学年労1児二を教

1年 -12名 (努子 10名 、女 +2名 )

2 年- 1 7 名 げ) F ‐1 2 名、女 子 5 名)

8イ|モー 22イ1(男 rム19イi、 女 子 3名 )

4 年- 2 0 イ1 ( リサ! ′ムは名、女子 1 2 名)

5 年 - 1 7 名 ( り) r ムH ‖名、 女 」
′ち1 1 イⅢ)

6 年- 1 う! 4 イ1 ( り) ↓. ‐7 7 名、i +々 7 7 名)

2)来 = Pヽlll ll

身体的な;伊千えなlll山に来生する児義11:【全体ブ)約2Tコ|でた,る,他 t//児張|±4+に訴えはイ!さく、差経教占向とlil千

を した り、保健年内の ソファー|二日字)て左iとと1話をしたり、保健生内ブ)判fi十を洗んだり、身|〔・体亜を測

ケどした りとい うイJ!助をとっている,

lヶl小白勺なIJ【えげ)|ブJイド|に「打〔桁J「気ち)イく|'(J とt っヽた|ブヰ|ばノボ1ギ千えと 「抹 り14ぢ」「1門kJ Iぼどブ)外オ1的イボ

訴オ_か才jttjて}:そ
｀
|サ女ザつ Gあ る十

,r才体的な1亨千え|こよる米生フ)約711剖|「上り)rム児、1でぁるJま た、|す石■年になるに従って、特にFI!|||やぅなく来

生する児士が多い傾向にか)る.さ |ジに、6年 /1:は
、1呆健生内で差ti雀教諭と話をするのではなく、友iとと話

を して過 二していることが 多くたばる,

3)米 生後の対応

■/体的な訴えの児成1うち、体ヤlit測定や簡単な処置をしながら業護教諭 と数分話をすると、にこにことし

て教生に戻 り授業を受けた り、i士びに行った りす る児童が大半であるc

l壮健生で体益を した児枚は 6イiである,

米生 した児童σ)中で、「|'1食1友き」、「来生時の授業に出席 したくないJと い う訴え t)みられた|,

HI 今 後σ)課題

・今年度|「12学 す明における保健生ヽヘブ)来室の実態を把据 したぅ来年度は 1年 間を通 tンた1来健室/ のヽ来室数を把

挑 tン、各学サ朝こと/12保健生へυ)来生児なt枚について比較する,さ らに、年間行事と来室児丘数との関係を検

「十するぅ
。児壬の実態の把握を続 けるととや♪に、児碇にとって精神保健上の保健生の意味を考祭す る。

学
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一 志 病 院

Ⅲl当者 1森下利子、藤本幸二、池田山紀

I,活 動 目的

1.平 成 11 1々度看護部院内看護教育計lalの
一つである 「フ ィジカルアセスメン ト」研修に関わり、演習す旨導、

助 言を通 して看護職 員のアセ スメン ト能力の向上をはかる。

2 在 宅療養は者の介護者への支援のあり方について検討す るぅ

3 看 護婦の研究活動の指導お よび助言を行い、看護実践に活用できるよ うに支援する。

Ⅱ 活 動経過および成果

1 ｀1句抗 11年 度看護部院内看護教育言十画は、以下の4つ を目裸 として月 1回 開催 されている。 1,県 立病院

の職取としての使命を認識 し、ネEl織の
一

員としての役告」が遂行できる. 2 看 護ケアに必要な角1識と技術を

修得 し、看誕実践能力向上につすめる.3 内 己の看護実践を客勧的に評価でき、専門職業人として成長でき

る.4.千 薩研究に対す る姿勢を益 う.

14成 11年 度は、アセスメン ト能力の向上をはかるため 「フ ィジカルアセスメン ト」をテーマとし、大学

Ⅲl 1`1杵が前師として、そオしぞオしい子l1/1k器系 ・循環器系 ・消化器系 ・脳神経孫のフィジカルアセスメン トの実際

について演習を夜えた研修を実施 した,

各『]と|)|こ‖縦||ブ)rr前中 i3時|1町を十七サll tャてのイ"Flケで、看護者の積栃的な参力||がみ られた ,

看護杵ブ)ソ Tジ カルアセスメン ト|たんブ)|1111iをはかるたジ)、講義形式σ)イ"Flケに力||え演調を取 りいれたこと

1士効果がみ らオした,

2,志 病1硫1子上、 1`え成 8年 ll月より1馬名ブ鴻:化張長は杵に対 して看護婦 2名 により訪問布経活動を行ってい

る, ちきルjl先の|'こ療圏ブ)一つであると彬村|「上i 齢ヽ化+317%と 県下 3番 日げ,h堕疎の村であり、老う〔婦世帯か

多く、通1先1)地理1均妹1党にi其り14N難なことが多い地区であることか')、平成 9年 10月 に県からの 「地域マ

ルチメデ ィア導入促進 Ⅲf業」ブ)助成をうけて村ギキケーブルテ レビ放とを開始 した―‐病院1士その機に 十`二成 10

年 3ナ]托杉村在
′
とは 杵こと病院をたケーブルで結ぶイ|:|と,こ原支援 システム (ケーブルテ レビ双方向通信機

器)を 導人 した ,

れ
Hl杵

は、ケーブルテ レビ双方|111通|1手機器を活用 した在1と瞭差忠者の介薩杵への支援のあり方を検言十十る

ことを|1的として、訪||キ1布「i鮭婦とともに在宅療養忍者宅に定期的に訪隣it夕1判わつた!そ の取 り糸Flみげ)結果、

ね|と族養忠者σ)介離杵⌒σ)効果的な支援ができた―そび)成果について今イiコせ、横浜で開催された第 19口1陛二

ナ拒1榊!学i ll合大会|二おいてイコF先た夫した

i3 外 末におtlる看ri佳げ)浄)り方、J析中にイ)いて|た、外来千i雑々予iとli岳し合いを持ち、本fitl笹1土研究的J文り和1(ア■び)

子力|ポ)とに,て、外米|を11分″)lllitttサ津jせ再に点(1点を浄)て'弥今1火ヤ,こに1綱ギ
~る

雅僻Ⅲ(ルゴータを||〈培こに、
どデータ分析結

,と'生す亡|ナ村石チF′化子さr〔上t〔 た些ツ)るん「占1ヤご11文|)ホ|と/tンコ る`

lH  /ドイとげ)ittti坦

1, イ子市笠Frメ)ノ ィテiウィ|ンブ
'lrス

メじ′ 卜千たノjす)|サli/11:んヽイ)|こ1上、 /声十七十■‖!十1こt て すヽF14ィをイ!′)てt (ヽ 二とか II[要

〔rあり、 F)とす場 ご
―|:力ヽ11イ)li'〔ぺ'十助t!力ヽ ||″Ⅲ〔″ピ、十要 ご江,ャb

モブ)た▼)げ)方法 !!て 1生内ヴ)教育舞41をⅢ11夕とヽと|た 巾Flをの浄)||ザダや、性 わた,ろ和「1告ブ「1クラゴ、″)性li、1-些チカ

,と7)rr付liをi逝明にイテ/Fってt くヽ工と力〔ビ、要
~●

汁)る

2  他 Ⅲ貨げ)|、十妹IVI七ちはltンアとイ1:′とわ|てfttt 1/′)すド1荘拓'、′)支Ⅲに|「上、 今 後十)夕1向「山4)|こ利と|サ七してイ〕
1なヤ)て, くヽ老、要か

あ ″)、 Jlとイ|:汁)るウ
‐一子ガれ/テ レヒ

・
メて力 十il itr十1干智に十トヴ)幅五げ〔い占千111プデヤ去!′)|☆占ヽ1か!ピ、1要`ご浄)る|

13 タト末|こ才jl lるl~‐注げ)(')リデメげリカ|」|′|:た′)t 〔ヽ|に、 ||十年14押j恐杵げ)'1之十;み1)(わこに 判ギ
~る

えそilltt内4jデー クげ)ケ)竹杵占呆

か デリ、 !1体 的|ドたわこと
'IⅢ

l lfヽ|してヽヽ く!年ヶどごrある
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藤田保健衛生大学七栗サナ トリウム

.活 動 目的

1)看 護婦としてケアに参加 し、病棟スタッフとともに緩和ケアのありかたを考える。

2)ホ スピスボランティアとともに活動 し、緩和ケア病棟のボランティア活動を支援する。

3)緩 和ケア病棟での研究活動を共同する。

4)忠 者のQOLを 高めるための一助として園芸療法を継続 しておこなう。

.活 動経過

昨年度は、活動の初年度ということもあり、緩和ケア病棟の現状を

知ることやスタッフとの関係づくりなどをはじめとして、緩和医療の

実際を理角年することに垂rRを置いた活動であつた。

今年度は活動t)2年 目に人り、病棟のスタッフとと1)に、緩和ケア

をⅢlう一量として参カロできるようになってきたと″思オつオしる。

活動の頻度としては、週 1回程度の害」合で病棟を訪れている。活動

の形は、看護婦としてケアに加わったり、ボランティアの 1人 として

活動したり、布護大学助手の立場であったり、息者さんのお見舞いに

来た友人であったりと、時によつて形は様々である。

しかし、どのような形で開わっても、病棟スタッフに宅)、息者 ・家

族にも違和ツぷ無く受け入れられ、緩和ケア病棟での活動ができるよう

になったと思っているぅ

皿,活 動内容と成果

看護麻として緩和|ケアのあり方を考える

思者 ・家族との関わりとして、ゆつくりとx‐l話の時間

がとオしる.1うち手す)ている: 坊埼棟フ)スタッフと違っ
~て

時十1咽

げ)怖」問くかなくド」由に動けるたア)、ど、要に応 じて腰を落ち

持|)て話を'はくことが||1来る.

慰持・ちf炊に洋ltャてli「布十に人|トダ)lll」手でriすること、

イ子|にブ)中:|111耳哉
~ご

あり、 こす)ホ左下|ケア汗す1末在rkく 女||ってい

るか、スタッ=′ご1士′Fしヽtこと,す坦1111!:千1と1宅占bオせる二十二

,i4/1モフ)をすtilギ特やなしているJ場合|)汁)ることJ などブ,1北|り|

をイj′)ている,こ げ)‐1うな立サち|「上、ど拓・フち〔炊″)話を‖な

いたり、 スタッフに対 t′てlk、 ヤヽ1場をかえた,とブダとし′
｀
こ

せ、子の lf報を押tイデt才たり、 れ!、た',の首i,とを|||して、 と |)

|こケアを考えている!

病|,tスタッフブ)‐!1ブ)様ご浄)りなから外び)人|;相である

上い う存在|‐た、 )'j料tスクッフ|ことってもイ,千1ごあると″|ど、オつオしる― '`ちiわち、)「考棟スタッフとしm!Iくにイ■動

Gきないケ亨
'を

行ったり、できるだけせF /・ちて炊の希望がかl r ,上うなケアに時| | |をか↓|て考えて実施した

りしてt るヽ にた、) ,す| 1束としンて新しい1枚り湘1 (小を行う1株の榊f炎十日子に| )なっている‐

- 7 -



2 ボ ランテ ィア活動の支援

病lllのボランテ ィブ十ll 11スタッフとともにガギラ

ンテ ィアコーデ ィネークー的な役芋」をして、緩和ケ

ア病棟におけるボランテ ィア活動について考えて

いる|,他のホスヒ
ー
スでブ)ボランテ ィア活動の情報を

得た り、これまでの活動の兄なお しや、会賞の活動

状況の杷据をするなど、テ1ギランテ ィア会虫だけでは

イ〔充分な活動を援助 している|ま た、ボランティア

会t.1とと!)に舌楽療法やお茶会では者 ・家族との交

流を十1/つたり、ボランテ ィア活動/ ″ヽ)協力、ボラン

テ ィアの学十予会′マ )参力||、F4_い、オギランティア通信

σ)子もイi、な どを'畳して活動を支授 している,

t3  イリF7F十五!i功

病1求スタッフの布護,F先への脇ノリ、食料提供を
―
す
~る

とともに、スタッフとのうF究活動に取り組んでいるゥ

毎月 1回行われる病棟″)事例検討会にtD参力llし、と1)にイけF館を重ねている.ま た、院内看護部の看護研究ヘ

の協力や勉強会にせ)参加協力tンている|

4 .田 芸療法

ドJ去原法はi昨年にう|き

続 き糸雌続 しておこなつて

いる,ボ ウン′テ ィア会虫

r/)位れノブ
‐
ご|とす![ヴ)|【竹‖i力`か

なりllみ、は、杵 ・ケ族の

な力|||)サ11え、 し畔こ′)4掟和

ケア病llllにいっそ うの形

',を■,そfiいる1想 拓 ・

す111-ア)(せ()1ク化 liある li

tl)、 |〈■4仕 1坤|を果た

1 てt るヽlr″|」ォDォじる 1刺

ナ|lt(|ムとし(V)効共にア)

い て|モに、スタッフとと十)

に打F′先白(ノだ1及り和L/t、もイJt

っている‐

lV 今 後のキ雅題

活動をはじめてかと,約2年 であるが、やつと軌道にのってきたとい うところである.活 動のペースは週 11+!|

な1と度 としているが、他の大学業務との関i埜でこのペースを維持できない場合もある。継続 した定期的な活動こ

そが基本であるため、これを和た持できるよう心がけていきたい。

また、活動 3年 ||をなかえるにあたり、今までの研究 ・活動年の評価をおこな う。さらに、三亜県唯 の 緩

和ケア水i歓施設 としてび)"Fたな役||・課題 を見きわめていきたい.
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河 芸 町保 健 セ ンター

担当者 :小林 文子、二村 良子

活動目的

市町村の母子保健事業の参加率を左右する要因の明確化

活動経過報告

以下の母子保健事業の運営 ・実施 ・評価活動に参加 し、受診 ・参加行動について検討 した。

1歳 6ヵ 月健 診

②3歳 健 診

①孝L 幼 児 教 室
一般対象育児支援

継続観祭児育児支援

F ・脅 教 室

III_活動成果

結 果

1 健 康診企において、幼児をせ)つ母親の抱える悩みが明らかになり、適切な相談相手が必要であることが

わかつた。また、発市 ・発達への家族の1瑚わりが不十分な事例があり、家族支援の必要性がある。
2.継 続観祭児育児支援においては、支援ブログラムを実施しているが、参加児の発走レベルや観祭内容年
には個人差があるので、個別性のある支援プログラム作成の必要性がある。

3 手 荷て教生におけるグループワークでは、幼児のil常生活習慣においてさまざまな悩みがあり、それを

解決する方法を求F)ている現状が明らかになった。

4.妊 娠、分娩、育児に対してさまざま/1h悩み、疑間があり、そオ1フらのことについて村]談する場を求めてい

る.転 入者が多く、知人や友人が少ない杵は教生参加を通 して仲間づくりを求めている。

級再己

母 子 保 健 事 業

5 ) 1 2 0日  9月 26と1 1 1月 18日 3月 16日

間診 ・保健指導 を担 当 し、カンファ レンスにて意 見交換
4 月 1 5 日 8 月 1 9 口 2 月 1 7 日

陪]診 ・保健指導 を担 当 し、カンファ レンスにて ま見交換

4 月 1 2 日 4 月 1 6 「1  4 ブ1 1 9 日

保健婦 ・保育士 と共にプ ログラムの実施

4月 5日  6月 7口  7月 5日  9月 6 Ll ll月 1日  1月 111J 3月 6日

継統 rlll祭児を受 け持 ち、個別支援及び発達評価 を担 当

保健婦 ・保育士 ・心理判定良 と共に支援 プ r]グラムの実施
5)」18日 テーマ 「睡眠」 講師担 当

7月 13ロ テーマ 「しつけ」 講師担 当、保育担 当

8月 17 FI保育Ⅲllち

9ナ128ロ テーマ 「排泄」前師担 崎ヽ

3り114ロ テーマ 「話す」i歳師担 当、保育担 当

5月 221J、 5月 29日

9月 4日 、 9月 11日

1月 2211、 1月 29F]

講師担 1町、グループ ワー クのファシ リテー ター担 当
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【まとめ】

1.健 店せ診査の受診率は高いが、教生活動の参加率は開1権!11によってかなり変動する。

17rLr康診査は個人通知lがなさオ1ン、1問診表などが送付さオしる。こオしによヒ較して、数と活動が広報や母子健康

手帳交付時、健康診査時などの案内であり、主として寄 舌による中し込みとしている。よつて個人通知は

参加行動にかなり影響を与えると考える。

2ゃ教室活動の中し込みをしてt)参加できない者もある1っ不参加理由を確認し得たものに、上の児や学校や

幼稚園の休み、迎えの時間、タエ娠中などがある。

3 教 室参加者の満足度は高いが和談内容は多様であり、共通のテーマがあげにくい。

Ⅳ.今 後の課題

両親学級、孝L幼児教室等教室終了後の自主グループの育成、継続、グループ間の連携支援が今後の課題であ

る。

☆母子供健事業の一
例

ブ
J

級挙
十親両

第 1回 (5月 22日 、9月 4日 、1月 22日 実施) 第 2 にJ l ( 5 月2 9 1 1 、9 ' 1 1 1 日、 1 月 2 9 日)

9i30-

9:35-

10:20ヘヤ

10:35ヘツ

10:40～

11:00かV

l l : 3 0ヘヤ

9:35 挨 拶

0:20 妊 拓汁体操、和痛法

0:35 妊 婦疑似体験

0:40 休 憩

1:00 ビデオ祝聴 (ひとつの試み)

1:30 新 生児の特徴

2:30 フ リー トーキング

(ティー タイノ、を含む)

説 明 、沐 浴 デ モ9:30奈V10:30

沐 浴 実施10:30-11:10

ふオしあいタイム11:20-11:40

( 2ヶ 月 の子L児を抱 っ こ)

休 憩11:40-‐11:50

フ リー トー キ ン グ11:50-12:t30

(ティータイムを倉む)

｀゙ 斉学転祇

t i

砕
■

轡
革

般

Ｗ

す
　

！
，

一
一

一

ρ
つ
つ
章

簿子毬

- 1 0 -



保健福祉部 児童グループ (児童相談所)

担」ち者 :上本野唱子

I.活 動 目的

1.在 宅にある重症心身障害児の 日常生活における問題点の把握

2.重 症心身障害児の地域、社会参加促進のための問題点の把握

Ⅱ.活 動経過

平成 10年二度に引き続き 11年度において1)在宅にある重症心身障害児の家庭訪間を実施 した。訪問対象児の

累計は下記の とお りである。

1.訪 問対象者の年齢

5歳 未満 1名 、 5～ 10歳未満 1名 、10～15歳未満 1名 、15～20歳 未満 6名 (延べ 7名 )、20～30歳 未満

3名 、30歳 以上 45歳 未満 2名 、合計 14名 (延べ 15名 )。

2.対 象者の帰1住地

津市 2名 、松阪市6名 、白塚町 1名 、安濃町 2名 、御苗村 1名 、宮川村 1名 、多気郡 2名

合言12市 、 2町 、 2村 、 1郡

III.成 果

平成 10年度の訪問において、重症心身障害児を養育する人に対するデイサービス、ショー トステイ、ホーム

ヘルパー年の支援サービスの必要性について述べた。本年度の訪問活動においてtDこの件に関しては同様の結

果を得た。これ以外においては、学校教育終了後における参加可能な場所の確保の必要性を感じた3例 え訪問

教育を受けていたとして1)、学校教育 ドにある場合は人的なつながりや社会との関連は保つことができるが、

卒業してしまうと社会との接触手段が少なくなつてしまう可能性がある。そうするとイ|二活の質の低下につなが

ることも考えられるぅ

Ⅳ 今 後の課題

訪||キ〕件数を増やすと共に、十li会参加が可能になるようなサービスの構築について考えて行く,
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(3)松 阪地方県民局

担当者 :松 下 i「iF本、奥山みき子、河合富美子、澤井 早 首

.活 動 目的

地域の行事や保健1事業に参加することにより、その地域の特性や保健問題、地域活動の概要を理解 し、どのよ

うな看護エー ズがあるかを知る。

地域専門職者との協力関係をつくり、情報交換 ,大手からの資源提供などを行ない、課題の発見や解決に努め

る.

Ⅱ 活 動経i過報告および成果

1_市 田j村事業への参加および協力 :

明和町では、平成10年から高齢者の痴呆予防対策事業を行なっており、痴果の早期発見および予防対策事業

が計miされ、その麻安活動や予防活動が実施されている。痴呆発見の現状は、介護支援センターでの相談件数

が多く、その中でt)すでに中年度から亜度になって来所するケースが多い。本目談件数は年々増加の傾向にある.
:|「
業内容は、痴呆早期発見として、老人クラブ、老人福祉センター、介護支援センターにて浜松医療センタ

ーニ_Lf生階方式 「かなひろいテスト」と 「MMSテ スト」を実施している。その結果、必要な人に、リハビリテ
ーションとして脳刺激教生を|'門催している。痴呆老人の援助および家族支援技術の向上に努めている福祉 ・医

療従事者とと1)にこオしらの事f業に参力日した.

飯1馬町で|「に、平成12FF度より導入される介護保険制度に伴い、サービスから【)れる人を抽出し、導入後のそ

の人iとを対象とした関わりを考えるため、高齢者福祉センター 「たんぽぼの丘」で実施されているデイサービ

ス (機能訓練を含む)に 参力||にンた。リハビリ効果、リラックス効果が障|れるような体撫、作品つくり、ゲーン、

などをみ力|1古との関係作 りを行ながら行なったり

2 大 学 とブ)協力寸:米とにンて、明和田rおよび飯高町の

地域 グルーブのた馬IJJ状ヤ,こについてアンケー ト調査およびF4_占|:

Fり1和‖rで|「k、と人クラブ25クラブ (1高1収'ヤひ1%)と地域で活動するグループ 8グ ループ(1可収率28%)よリア

ンケー トを|口1収した)そ の結果、と人クラブでは 1ク ラブにつき100人以上のメン/ミー構成が多く年令は側

～70才と比岐的ない年代の老人層が,!Fめていた。活動内容は奉仕作業、仲間作 りなど楽 しみの要素のある1)

のが多く、市i動に対する″|よいは 「親‖～が深まるJが 多かった,広 報活動はほとんどなかったが、地域との交

流は 1)たれてお り様々な活動に参加 しようと
▼
十る傾IT可があり、イi:民のネットーワークに対する意識が見受け

,,れた,そ ブ)他げ)様々な活動グルーブ
)で

十七、50～60ケ代の1女性を中心にそオ1夕ぞオ1ンの十J的 ・目標持って活動を

行なっている,調 141の結果ではセ人クラブとの関わ りび)あるグルーブ t、あるブ)で、さらに相lrたのネットワー

クを強化 してい く kう な働 きかけが,Z、要だ と考えられた,

飯治i‖「で1士、と人クラブ 5ク ラブ (回収率455%)と 地域で活動するグルーブ 8グ ルーブ (回収率556%)

よリアンケー トをIHI収した,そ の結果、セ人クラブでは 1ク ラブ30～100人で年令|±70～80才と明和|‖「ブ)老

人クラブにサヒして午齢|ギが高かった,活 動頃度、メン/ 一`のllll定度、地域 との交流、活動′ヽの満/mL度ともに

十lit |`」合 Sir,どlr)で浄)った, しか し、1販|よi冊!本ご1士高サ明占
1巧
llr杵ヽと十fイIⅢ

J石
1玲杵ブ)|1町でギャップが見らオ1ンてお り、

さに,に|lf打出lk こ々の!と、要性がホ峻さオ1,た,そ の他の様々な活動グルーブでは、60～70才代の女性を中心にそオlタ

ぞれの|1的・11ル1持って活動を行なっている。1高予グループ共に、地れ虎との資流があり様々な活動に参力|ltンて

ようりfネッ トー ワー クンマ )首il識があると思わオした.

研修やf性汀〔/ ブヽ)参)サ||として、管内保健41↓研修会における、各所属にお|卜る事業紹介を聴前 に/たJ
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3.地 域 ・医療 ・福祉関係者からの要望に答える i

松阪地方県民局保健福祉部の依頼にて、リハビリ交流会にて講師として出席 した。

「尿失禁ケアを必要とするケースヘのかかわり」と題 して講演を行なった。内容は尿失禁忠者の現状、失禁

に対する考え方、日常生活援助、今後の方向性についてである。講演後グループ討議を行い質疑応答の形式を

とつた。出席者は管内保健婦、看護婦、ホームヘルパー、ソーシャルワーカーなど計27名であつた。

EII、今後の課題

痴呆予防対策事業への参加を糸区続していく:痴呆度判定後の対策、具体的方法についての検討や脳刺激数室へ

の活動に参加する。

介護保険導入によるデイサービスの対応の変化や内容について検討 し、参加者との交流を図るじ

保健福祉部、管内市町村からの協力要請に応 じる。

地域医療従事者や地域住民とのとのつながりを深め、地域交流による相互間の学び、課題等を明らかにしてい

く。

地t「Iの ネットワーク作 りの行事や活動に参加 し関わりをもつていくぅ
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(4)南 勢志摩県民局

担当者 :柳澤理子、水兄桂手、長尾淳子

I 活 動目的

1,県 民局管内の看護保健職の方々と交流 しなから地域の実情を理解 し、エーズを把握する。

2 大 学がもつ情報、資源を提供することを通して、管内看護保健職の活動を支援する。

Ⅱ.活 動内容

1,研 修会、検討会議等への協力

南勢志摩県民局管内で実施さオ1ンる保健婦研修会に参加 し、管内保健婦 ・士との交流を図るととモ)に、講師

等の情報を提供 した。

2 デ ータ坐理、事業評価の支援

各種事業の評価、健診やサービス対象者のデータ整理などの支援を実施 した。

今年度は志摩附r保健センターおよび在宅介護支援センター事業のうち、
一般健康診査データ (高脂1血症)、

要介護者人に関するデータベース、介護教室実施評価、介護保険実施に伴 う三垂県下の市町村保健婦活動の

あり方に関する実態調査、などのデータ整理 ・分析に協力したり

3 マ ルチメディア会議システムの利用

情報化研究事業として、志摩町在宅介護支援センターと本学地域交流研究センターとを ISDNで 結び、
マルチメディア会議システムを利用して、情報交換 ・事業検討等を継続 して実施しているぅ本年度はデータ

整理 ・分析に関連 し、ファイル転送機能を用いることが多かった。

4 情 報の窓 日としての機能

情報化研究事業の一
環 として、南勢志摩県民局管内において地域でのケアに従事する看護職 (県民局、市

町村、在宅介護支援センター、訪問呑護ステーション、病院訪問看護部等)に 質問紙調査を実施 した結果、
「最近の保健医療福社の トピックスを知

りたい」、「他の看護職の活動を知ったり、

情報交換をしたい」とい うエーズが高か

つた。こうしたエーズに対応するため、

大学および】也域交流研究センターで実施

している公開講座 ・イ"F究等の情報、学会 ・

研1ケ会等の情報、県内呑護職の活動紹介

や情報交換ブ)場を提供する具体的方法と

して、現在ホープ、ベージ上でσ)情報 ・掲

示板機能の活用を検討 している,

また電話特による1苦]い合わせに i)対

,こ〔     tン ている!

5.研 究活動 支援

他の教圭とi)協力にンネ ツT(立志摩病院σ)

看護研究グルーフ
ー
に対する手持準 ・1均言を

実施 した

(L141

|
|

)

町   町    山    市   脚 「   田 〕  他
||

図 1  市 町村別活動回数
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M 結  果

19984千110ブ1～1999年 9月 までの 1年 間の活動状況は以下の

とお りであつた。

.市 町村別活動回数

管内 17市肘r村の内、活動が最も多かったのは志摩町で、

全体の 43.5%であった,こ れは情報化研究事業対象地域であ

り、以前より関係が深いためである。次いで県民局、阿児町

であるが、阿児町は主として県立志摩病院に対する活動であ

る ( 図1 ) 。

2 相 談者

Tll談者の職種別害1合を図 2に 示 したじ相談者で最も多かっ

たのは、保健婦・士であ り、57.3%を 占めていた。次いで看

護婦・七 14.5%、事務職 9,9%であった。前年に比較すると、

保健婦・上の害」合が 7.3ポ イン ト増加 している9

3.相 談内容

相談内容で最 も多かったのは、活動に対する助言 (18,3%)

であつたっ次いで事務連絡 (17.6%)、コンピュータ関連の問

い合わせ (17.5%)、講師派遣依頼 (10,7%)であった (図3)っ

前年に比較すると、活動に対する助言の割合が 12ポ イン ト

増力11し、マンパワーとしての活動参加は 6.8ポイン ト減少 し

た。

4.活 動方法

相談等への対,こそに用いた活動方法を図4に 示 した。最も多

かったのは訪問 (298%)で 、次いで電話 (26,7%)、マルチ

メディア会議システム (15,3%)であった。前年は訪問が最

t)多く、次いでマルチメディア会議システム、電話の順であ

つた。電話が増加 したのは、学生関係の職務内容が増加 し、

訪間による活動時1苫」の確保が困難 となったこと、またマルチ

メディア会議システユ、が一
時的に不調となり、その分を電話

で対,ぷにンたことが影響 していると思われ る。

IV 今 後σ)課題

南勢志摩熙民局の活動内容およびその現状を示した。17市

田J本村を擁する大きなけI(lUげごあるが、実際に活動があった市

田丁村は、その半分以 下であり、活動が特定の市町村に集中す

るlll〔「rilがある.今 後他σ)市‖丁村との1判係 も深めていく!ピ、要が

あるが、教員の活動時間には制約がある。

この制約を克llRするため、情報化研究事業でインターネッ

トを利用 した情報交換の試みを行お うとにンている,こ の効果

に期イ寺したい,
- 1 5 -
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図 2 職 種別相談者割合

図 3 相 談内容
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(5)伊 賀県民局

担当者 :杉浦静子 橋 爪永子 大 平光子

I 活 動目的

伊賀県民局では、「伊賀地域の特性に基づく母子のケアシステム及びサポー トシステム構築に資する要件を明

確にし、当該地域の母子保健向上に資する援助を行う」ことを目的として、活動を行つている。平成 11年度は、

平成 10年度に,き 続き、伊賀地域の特性に応 じた子育て支援システムを考えることに重点を置いて活動を行つた。

II 活 動経過及び成果

1 1テ1賀地域における r育て環境についての意識調査

平成 10年度に実施した、「民族誌学的手泌刊 を応用した、聞き取り調査内容の分析を行つた。この分析結

果に基づき、子育て環境に関して焦点を当てた調査票を作成した。現在、調査対象地域の保健婦と協力し、

調査を実施 している.

1)「民炊;ッと■的 子法」を応ナ||した聞き取り調査内容の分析

(1)ケ〉Ⅲ千11杵li

ti)キ ー インフォーマントのうち、3名 分の階|き取り内容の逐語録を、伊を呈地域の保健婦との学習会に

おい て、1(J法 に作 じて雑メ1!し、伊4ミ地域の子育てに関する意識の特徴を抽出したJ

セ)キ ー インフ:な一'く′ントからの開き取り内容のうち、3名 分について聞き取り内容の逐語録をイナ1賀嶋(

ltllめ11!ツ1杵11ケ1が、改y)て分析を行い、十)1を出也城の子市てに関するま識の特徴をれ|1出した,

i:な|,ブ)を下記にダJ挙・する,
,rF丁ての人的環境
・r市てをする環境の交化
・ rF下てを

~'~る
liで大切に″思うこと

・十F下てに十判して祖父け ・父親がⅢlっている役
′
洋|

・rムF下てをする上で、他世代との十司居のメリット、デメリット

など

2)|す十賀地域における子育て環境についての意識調査

(1)調 査票の作成

階1き取り内容の分析結果から、子育てに関する意識の特徴の中の、子市て環境についての意識に焦フIR

をあて、調143‐内容をllll出した。
・子育てをする環境としての自然 (環境)
。近隣との付き合い

。援助者
・地域の文化に関するメリット・デメリット

・子育て環境としての他世代との同居のメリット、デメリット

Ji祀の内容に、焦点を!1てた攻口及び 「Fイデてで大切にしたいと考えていること」を構成内容とし

て調査票を作成 した,

(2)調 査の実施

現在、伊賀県民ナ「も管内の 1村で、1歳 6ヶ 月健診及び 3歳児健診の対象の母親を調査対象として、保

健センターの 「健診のお知らせ」ととi)にアンケー ト用紙を送付し、健診時に持参してもらい、回収 し

ている。現在、調査継続中である。
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2.市 町村保健事業支援活動

伊賀地域の1寸子と交流を図り、伊賀地域の特サ性に応じた子育て支援システムを模索する機会として、市町

村保健事業支援活動を兼ねて、「子育て母親支援教室」、「親子クッキング教室」に参加 した。

1)「 子育て母親支援教生」:3歳 児 (保育所に入所 したばかりの子ども)を 持つ母親のみを対象とする

「育児支援J、「母親本人の女性としての支援Jの 2つ を目的とし、同年齢の子どもを持つ母親の仲間作

り及び子育てだけにとらわれない自分自身の生き方を考えるディスカッションや子どもの発育 ・発達に応

じた保健指導が行われている。この 「母親支援教室」にア ドバイザーとして参加 した。イル賀地域の子育て

中の母親との交流を通して、特に他世代との同居のメリット・デメリットなど、現在子育てをしている母

親が、子育て環境としての伊賀地域をどのように感じているかということを把握する必要性を再認識でき

た。

2)「 親子クッキング教室」:ジュニアヘルス推進事業

小学生とその保護者を対象に、親子ともに生活習慣病予防の食生活について学ぶことを目的とした事業

に参加 し、参加者とのふれあい及び|メ賀地域の子どもの健康状態及び健康問題の特徴について、考える機

会を得た。

nI 今 後の活動及び今後の諜題

伊空t地域における子育て環境についての意識調査

f)と在、十チ賀県民局管内の 1村で、1歳 6ヶ 月健診及び 3歳 児健診の対象の母親を調査対象として調査を実

施しているが、平成 12イ千:1廷中に、この調査対象の全踊 島査を実施することを予定している。さらに、伊賀県

民局管内の他の地|くにおける調査を行い、調査結果の分析かにっ、当該地域に応じた子育て支援システム構築

のための示唆を得たいと考えている。

餞
帥

||1途、冷…鰺
‐|■■

「Fム育て|サ打と文振教在」
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(6)紀 北県民局

担 当者 :山幡信子、八十11勘司、西田麻子

I.活 動 目的

地域に暮らす高齢者の身体的、精神的、社会的変化に対し、QOLを 考慮 した適切な生活支援方策を明らかに

す る。

Ⅱ,活 動経過報告

1.老 化による祝力や聴力機能低下が高齢者の日常生活にどのような影響をもたらしているかを把握 し、適切な

支援や指導を行 うため、祝力 ・聴力の測定と高齢考白身が祝力 ・聴力低 ifをどのように受け止めているかの

調査を行い、 11常/1モ活 Lの 注意点などについて指導 した。

2.地 域で生活す る高齢 持のユーモアをユーモア志向尺度を用いて面接、聞き取 り調査を したD

3.高 齢者の精千中的健康に効妹と的と考えらオしる″|ユい出話 (回想法)の プログラムを実施 し、高齢者との交流をは

かると共に支援 した。

III 成 果

1.公 民館の集会にみ力||している高齢者のれと力と聴力測定を実施 し、日常生活について聞き取 りを行った〕

13名の聴力測定および調査の結果 (平均イ十二齢 838± 4,7歳 )、左右とも軽度難聴の者が 3名 であり、残 り

の者は、中年度または| 度ヽ難聴であつた,約半数の者が日常生活で聞きづらさを感 じていると答えてお り(図

1)、聞きづらい場所や場合に 「人が多いところ」を挙

げている(,補聴器を使用 している者が 3名 あつたが、

2名 は門常生活でσ)開きづらさがあると答えてお り、

聴ノlli桁符町よ拷卜をlllナ||して 1)に11年度難聴
~Gあ

つた。

14名 の祝力測定おて其び調査の結果 (平均年齢 841

±4_7歳 )、遠距離ブ)祝力値では左イ,どちらかが 0,1未

満び)者が4名 、残 りの者が01以 li l.0木満であった。

,室肘I離ブ)祝力0,1木 満の作で,こえにくいと感 じるに答

えたブ)|±2名 、01以 1105末 古椅で |)2 γl、0馬 以_1二

1_て)オ〔1高iGI)2名 ご浄)っメと よ メと、 41モi占十二イ〔使を感 じ

ているとなえている打lt11‐!ん |,なかった 1田2)'こ

テ_|こ(1 たヽツク/1〔
′
々′う`(')る上株えアと杵1上、 十宅な くときべ'

分か | , ない| すF 小行った ときかイ〔
′
々たと挙げている|

一方、 【十ぺ〕力「1村をfヶほと卜とさ|こ|||むt在|〕||ヽ|て| るヽと

ヤ宇えザと高か 10名浄)り、エ
ーげルう!,げ)5イ1ち`て+1を,とると

さオF rJ'こえに くいと件えている と 出刊itブ)1忙プす1ドrをi!川

,1ゴした十IF舛と、 十r illlせと|)()イ1卜
｀
人liげ)拓|げだく、 イi!iげ)ん:

イ「どr)らかげ)1'こll力`01) ス`ト●あっメニー ‖ltitと
'1111+~て

十1川定をした+イiサ)う1)2イ!|た(上111と|せげ)十牡ん で浄,ン)た

柿‖iよ?朴ぺ"と||lti竜|さどブ)」村friに才,ぃ
一
〔ぺ〕西切ん:|と|||ブダ

法について1格やを行った,ま た、+1常4tF岳でげ)注意点

や li夫件に/)いて話 し合/)た‐

図 1 日 常生活で聞 きづ らい と感 じるか

図2  見 えにくいことにより日付生活て不便=

感じるかとうか

1 4

1 2

10

,  3

4

2

0     1   」
l i l ブイニ1 l  r すI ⅢⅢ
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2 高 齢杵にとつて病気や喪失体験などの生活上の出来事を乗 り越え、精神的健康を保つにはユーモアセンス

が役 ウ1つと言われている。そこで、地lDtの集まりにナ チ
~ん

で参加 している高齢者のユーモア志向度をユーモ

ア志lril尺度 (上野 1993)を用いて測定 した。損J定したユーモアの種類は、積極的に人と関わり笑いを楽 しむ

遊戯的ユーモア、皮肉や毒のある笑いを楽 しむ攻撃的ユーモア、笑いによって他人を励ましたり慰めた りす

る支援的ユーモアの 3つ であるJ

対象は公民館の集 ま りに白

主的に参加 している 13名 でそ

れぞれのユーモア志 向度は遊

戯的ユーモア志向度が 27_61士

4.51、攻撃的ユーモア志向度が

18.23±695、 支援的ユーモア

志向度が 2815± 8_10であったョ

(図3)

遊戯的ユーモア志 向度 と支

援的ユーモア志向度が攻撃的

ユーモア志向度 に対 して高い

値を示 したのは、昔から吊染み

の高齢者が集 う会で築かれた

相互支援体制が効果的に作用

しているためではないか と思

わオしる。

図3 ELrtァ 志向得点の平均値と離

卸

跡

壇
20

15

10

5

0

醐 争ユーモラ萌ヨ的賢 要鞠" モ ラ萌野フ資

ユーモアの種類

寛舞けエーモす志 印責

8,セ 化を防ぐとも言われる″|よい出話 (回想法)は 高齢者の精神的健康に効果的と考えらオ1ンる。十の記憶を刺

激する材料には、若い頃の写真を持ってきてもらい、そオしを一
枚ずつテ レビ画面に写し、皆で見ながらその

ころの様子や気持ちを階1いた。60～70年前の写真によつて、会場は笑いと懐か しさに包まれた。参加者のほ

とんどが独居老人である。 し たがって、家ではほとんど笑わないとい う。思い出話 (回想法)で 高齢者との

資流をはか り、矢いや凹想が高齢者の健康に効果的であることを説明 した。 (写真 1)

写真 1 思 い出話の一
場両

キコ|‐官
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(7)紀 南県民局

担当者 i河原宣子、獄|lil裕子、 :二枝清美、大内理恵、山幡信子

活動 目的

本ヤの設立趣 岳である 「地域に開かれた大学」を実現するため地域と本学とのパイプ役を担 う。また、紀南

地域の看誰職を件と共に地域住民に対する看護サー ビスの質的向 上を目指 した研究 ・実践活動に取 り組む。
1.地 域に暮 らす人々と交流 しながら地域の実情を理解 し、その地域にはどのような看護ニーズがあるのかを

捉 える。

2 地 域で活動する看護職キをはじめとした様々な保健 ・医療 ・福祉分野の専門職者、行政機関との意見交換

をイ子う。

3.地 域の看護ニーズや専門職 杵のま見等に対して、看護学がどのような役割を呆た していけるかを構築する。

_活 動経過及び本年度の活動状況

1 母 子保健事業評価

モデル地域を御7兵町とし、「8歳 児健康診査 (以下、健診)」を中心として健診事業の現状分析と効果的 ・

効率的な健診方法の確立を検討、実施した(b健診場所 レイアウ ト、スタッフの動線、スタッフ問の連携状況

年について健診時に収flしたデータをもとに、主としてマルチメデ ィア会議システムを利サi]したカンファレ

ンス及び後と1診後のカンファレンスにおいて問題点のり1確化や改持の方向性等についての検討を行い、健診方

法σ)改羊を実施 tンた,今 後は、健【千分におけるイ呆健指導内容の分析、健診の対象である母親の意識 ・エーズの

把握牛を調査・分析 し、T〔的な側由「から母子供健事業のあり方等について検言十する予定である。また、現在、

管内「|「Wrホ寸では|サFカ ルテの見lFtしを行ってお り、御浜Wrでの検討結果は紀南地域全体での母子保健事業評

価iにナ支l火づ
~る

十〕

2 を 人イ片t作ど十lf ttfr価

|1的 i lkりT〔ブ)高い保健サー ビスを実現するために保健婦の祝点から!と人保健 年業言平ihを実施、検古ヽ!する。

方法 i■ 工叫1(紀1有地域 い長野市 ・御浜町 ・紀i三町 ・紀和町 ・鵜殿村)に おける機能嗣練専k・ 訪『|1精導事業

( 1ヽ句〕蛇1()午|どた施)健 康手帳事業及び健康相談Ⅲf業 (平成 11年度実施)″)キ平価を実施 した,事 :業評

h iiに才,いて1上、|ギ:4新
｀
保健球f米評価マニュアルを利用 した。 このマニュアルに雄づく評価 と、保健婦

ll十1也点か ,,捉えた事業についての問題点と課題を抽出 した後、dcbate形太でデ ィスカ|ンシヨンを実施

した)デ ィスカーンシヨンの目的は、各事業の同標 と課題を保健婦自身が再度明確にすることとした,

結果 :デ ィスカッシ=Jンの結果、保健婦全員から 「事業の口標を自分十1↑身が明llftにしておくことはLFl要であ

るJ、「多側面からの意見を聴くことができ有iま義であった」との意見が出された。管内で保健婦同士

が1米健事業内容 ・評価についての議論を実施することは保健サービスの質向上に有効であると考え、

現イに、今年度検討結果に関 して報告書を作成するとともに効果的なディスカッションの方法について

+)検i、十中で″)る:

i3 訪 |||1岳誰 ステーション勉強会 ・共同研究

紀南1'こは百r iヽヶ問呑十;雀ステーションスタッフと、訪1苫1看護サー ビス向 1二のための、勉強会及び共同研究を実

施 している)教 !主主)訪門看護に同行 しながら、事例研究を中心に検言ヽ1会を持っている,今 年度1士対象の生活

liブ)エーズをr的確に捉えるためび)方法論について検卜討した.検 「i1ヽした成果は、平成 11てlitib問千薩先キ牛ネ陛

統切Flケ会 (1覗 リェ(看護協会、平成 12年 1月 26日)に おいて発表 した。また、現在は訪1劇呑誕!il l町マニュア

ルを !峰十「Jご作成中である。今後は訪問看護記録の検討 i)実施する予定である.

4 紀 打痢 先布[准'1汁研1年i

l持導を|え施 している
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5.管 内リハ ビリ交流会等、市町村保健事業等への参加。

6.紀 和町において 「足の東フォ トチェック及び保健指導を通した住民の健康度向上に対する効果」、「住民の

死の音識と地域特性 との関係」をテーマに保健婦らと共同研究を実施。

H。 今後の課題

県民局担当制事業を開始してから3年が経過した。現在はサービスの質向上や業務改善に向けての事業評価

や研究等を実施していく基盤ができてきたと考える。地域で活動する看護職者と看護教員がそオ1夕ぞれの役常」を

担いながら協働で活動することは、看護理論と実践の統合にもつながり、看護実践方法の見直しと改善、より

質の高い看護サービスの提供における一助となるのではないかと考える。今後も糸性続的かつ丁寧に関わりなが

ら、地域のな護職子とともに課題を抽出し、解決 していけるように活動 したい。

鞘
黙
ダ
報
！！！！！露
！談
・シ
ヨ一
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学 内 研 究 員

学 外 研 究 員

研究協 力機関

2,情 報化研究事業

:柳禅rlll子、永比柱子、長尾ヤ'子 (南勢志摩県民局担当)

河原堂 r、黒田裕 了ム、三枝清美、大内理恵 (紀南味(民局担当)

:中)卜桂司 (=i lrl大学医学削;)

:志摩町在
′
と介護支援センター、紀和町役場福和L課保健医療係、紀南県民応〕保健福祉部

.|1  的

近年、介護保険制度導入等の影響キ)あり、保健 ・医療 ・福れ上分野では情報ネットワークの構築が全国で実施

されているじ県内の保健福祉に関する情報システムの構築において1)、デジタルコミュニテ ィズ事業の推進と

共に、現在1判係話機関で取り組ま瀬ンている,医 療施設を中心とした看護から、訪間看護、在宅看護といつた地

域に密着した看護へと領域の拡大を1)たらしている状況の中で、地域における看護サービスの質向 卜1について

止)、情報ネットワークを利用した方策が研究さオRフている。このようなことから、本研究では実際にマルチメデ

ィア会議システムを利用しながら、地域における看護職者に対する効果的な支援情報の提供方法等について検

討 している。

■ 研 究経過

平成 9年 度より、志摩附r在宅介護支援センター、紀和町役場福祉謀保健医療係、紀南県民局保健福祉部の 3

か所 と地域交流研究センターのコンピュータとをマルチメディア会議システム (NTT PhoenixV1 5)で接続 し、

それぞれ と定期的な交信を突施 し、情報交換、会議の実施やアプ リケーション共有機能 ・ファイル転送機能等

を利用 し研究 ・調査データの検討を行つている。

今年度は、「I.地域においてケアに従事する看護職の情報 。支援ニーズに関する調査」おて主び 「Ⅱ マルチメ

デ ィア会議システム導入の効果」について報告する。前者に関しては県民局担当帝」事業における南勢志摩県民

局担当が、後者に関しては紀南県民局担当がまとめた。なお、以下に述べる内容については第 25回 日本看言勢けF

究学会学術集会 (平成 11年 8月 lF]開催 、於 ;ア ク トンティ浜松)に おいて発表 した,

地域においてケアに従事す る看護職の情報 ・支援ニーズに関す る調査

1)調 査の 日的

情報化研究事業の一
環として、南勢″苫摩県民局管内において地域看護活動に従事する布護職を対象に、

情報 ・支援ニーズに関する調査を実施 した。この調査の目的は、当該看護職の情報 ■支援ニーズを1月らか

にし、情報ネットワークを通 じて 二重県立看護大学 (以下、大学)が 田 共できる情報 ・支援ニーズは何か

を校li十ヽ寸
~る

ことである,

2)調 査方法

調 141対象約士|打ヽ勢志摩県民|十う管内において、地域布護活動に従事する看護職 (県民局保健婦、市‖r村保

健夕品、在4を介護支援センター看誰職、訪問看護ステーションな護職おて上び病院訪問右護部Tl護耳哉)116人

である|,白「記武質問紙をサ|]い、集合調 r正および郵送調査を併用 した.86人 から質問紙を陣担枚し、回収率は

74.|%で あった1調 査期間は平成 11年 1月 ～ 2月 であつた.

3) ネ占    場詮

(1)対 象者の背景

86人は全員が女性で、平均年齢 3742歳 、標lll:偏たは 10.14であった.職 種は看護帰 33人 (38.4%)、

保健婦 52人 (605%)、助産婦 1人 (1,2%)であった|,所属は市田r村に勤務する者が 512%で あり、次い

で訪問看護ステーション (16.3%)、病院 (13.9%)、嶋(民局 (93%)、在七介護支援センター (81%)で あ

ったn
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(ぇ亭0
(2)情 報 ・支援ニーズ

情報 ・支援エーズの強さを 「絶対必要

である」から 「全く必要でない」の 5段

階で尋ねた.各 攻 日の平均点数を図 1に

示 した.最 1)点数のf葛かつた項目は 「気

軽に相談できるな口」および 「看護 ・保

健分野の姓近の トビックスの紹介」であ

り、次いで 「文献紹介」「講師派遣」「図

書 ・ビデオの貸出」であつた3

(3)利 用 llr能なネッ トワー ク機器

現在保有 している情報ネットワーク機

器を図 2に 、また 2～3年 後の状況を図 3

に示した.コ ンピュータおよびインター

ネットの伸びが大きく、特に家庭におい

て伸びている。近い将来、コンピュータ

ネットワーク利用者が看護職の中でも急

速に増加す る可能性がある。

図 1 情 報 口支援ニーズ平均得点

(4)情 報ネットワーク機器を利用 した大学からの“1青報 ・支援の発信方法

今後大学がな護職の方々の支援や資質向上の機会を提供していく場合、利用したい方法を尋ねたところ、

最 t)希望が多かったのは、インターネットを利用して好きな時間に、研1多ビデオなどを見らオしるシステム

(オンデマンド方式)で あり、次いでインターネット上で誰でも意見交換できる場を設ける (ニュース ・

掲示板など)で あつた。

日
常

の
活
動

′、
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図2 現 在利用可能なネットワーク機器 図3 2～ 3年 後に利用可能なネットワーク機器

4)今 後の課題

看護職の間でエーズが高い攻|ヨのうち、「気軽に相談できる窓口」「看護 ・保健分野の最近の トピックスの

紹介」「文献紹介Jな どは、情報ネットワークを通じて対応できる項目であるゎ看護職の間でもここ数年の内

に、コンピュータ通信を中心とする情報ネットワーク普及が急速に進むと考えらオし、インターネット牛を媒

体として に記エーズに対応 した情報の授受を行なうことが、有効な支援手段の一つと考えられる。

情報発信の方式として、大学サーバにある教材をオンデマンドで祝聴する、ホームページに情報を掲載す

るなど、自由な時階]に情報を得に,れる方式を今後検討 していきたい。

.マ ルチメディア会議システム導入の効果

マルチメディア会議システムを活用して交信することが地域ケア活動支援にどのような効果をもたらすかを

検討 した。

】
!!K
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1 ) 対象

マルチメディア会議システムを主として使用している紀南県民局保健福祉部保健婦、志摩町在宅介護支

援センター保健婦および看護婦、紀和町役場福祉課保健医療係保健婦の協力を得て、マルチメディア会議

システム導入、利用の効果について評価項目を設定し調査した。

2)結  果

表 1に各評価項目についての保健婦等の意見を示 した。

表 1 マ ルチメディア会議システム導入 ・利用の評価

次“こ紀南県民局官内 (志摩町花 宅介護支援センターを除く)で の、交信先の内訳および交信内容を、図

4、 日 5に 示した,

図 4 交 信先内訳 図5 交 信内容

交信先内訳は図 4に 示すとお り、62%が紀南県民局保健福祉部、28%が紀和町であつた。 しかし、必要時

熊野市、御浜町の保健婦 とも交信を実施 した。交信時間は平均 493分 であつた。

交信内容については事業評価と打ち合わせが大部分を占めている。これは本年度の県民局担当制事業に

おける取 り組みが、母子保健事業及び老人保健事業の事業言平価であり、それに伴 う会議 日程の調整や評価

方法の検討等に活用 したためである。

以上より、特に遠隔地域における看護職者支援の方法として、気軽に大学に相談を持ちかけられ、訪問

している状態と同様のコミュニケーションが取れ る本システムは有効であると考える。また、事業評価等

データや資料を利用 しながら交信できる点においては利便性が高いと考える。 しかし、システム導入前 ・

中 ・後において両者の意志疎通が十分必要であり、我々も本システム導入には約半年間の時間をかけて調

整を行つた。また、本システムを日常のコミュニケーションの一手段とはしているが、最低月に 2～3回程

度は対象としている地域に訪問 し、活動 している。

3)今 後の課題

今後は、さらに本システムを糸魅続的に有効活用していくためにはどうすればよいかを検討す ると共に、

地域住民の保健 ・医療 ・福祉に関するエーズをいかに捉えるか、また捉えたニーズを支援するためにいか

に情報発信 してい くかについて考えていきたい。

評 価 項 目 容内

交信をした感想/

交信の長所 ・短所

● 顔や表情、動作が映像で伝わるためコミュニケーションがとりやすかつた。

● 会っているかのような臨場感があるため会つて話すのと同じような親睦が図れた。

● システムを起動するのに時間がかかる。会話だけならテレビ電話のような利便性に欠ける。

情報 ,知識 ・資料を得る手

段としてどうであつたか

０

●

●

ファイル転送機能はファックスで送信されるより鮮明なのでよい。

書画装置で文敵を読みとつて転送できるのは有益。

来訪日程や実習予定など情報を得るのに資料を見ながら打ち合わせできるのでよ↓

段手

ヽ
拓
仰車であっ

・指
”

談

て

相

じ

● 相談 ・指導 ・助言を受けられる機会が多くなった。

● わざわざ地域へ出向いてもらわなくとも大学内から交信できるため、多分野にわたる教員から相談・助

言が得られるようになった。

● 市町村側も準備は必要。共同で何かをやろうという意識がないと難しい。

事業の見直 しの機会 とし

てどうであつたか

● 事業評価に関して市町村保健婦等と共に取り組んでいく際、本システムは情報交換の一手段として有効

だつた (保健福祉部保健婦の意見)c

本システムの使い方そのものに熱達することが課題。

交信の日時をあらかじめ設定しておく必要がある。

●

●

f■＼

[≧弘 1路景】 |
| 口俺 研 市        |
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3.研 究開発事業

QOL向 上を目指 した在宅ケアの研究

学内研究員 :柳澤理子、重松伸司、山幡信子、馬場雄司、星野和実、伊藤千代子、小林文子、平光子、

河合富美子、草川好子

.問 題 と目的

本研究は、県内の地域特性に基づいた社会的支援 (ソーシャル ・サポー ト)の あり方が、在宅高齢者の

QOLに 及ぼす影響を明らかにし、地域の支えあいを促進するケアのあり方を検討することを日的としている。

QOIン とは生命の質 (身体的側面)、生活の質 (社会的側面)、人生の質 (心理的側面)を 表 し、主観的、客観

的立場か ら個人を総合的に把握する概念である
1)。

高齢者のQOLを 測定する指標は多様であるが、サクセスフル ・エイジング (上手に年をとること)を 表す

指標 としてよく用いら加ンるものに、主観的幸福感がある。これは客観的状況に関わらず、本人が幸福であると

感 じるかどうかを損J定する指標で、下位概念 として幸福感、生活満足度、士気 (モラール)、気分を包析すると

される〕
。主観的幸福感には、健康状態 (日常生活動作能力 :ADL)、 主観的健康感などが影響を及ぼす とさ

オしる
1)2)。

ソーシャル ・サポー トギ)また、主観的幸福感に影響を及ぼす要囚の一つである。ソーシャル ・サポー トとは、

人間関係の中で他者か ら受ける物心両面の支援のことである。

本,F究は4年 間の研究期間の前半部として、二重県内においてソーシャル ・サポー トとQOLの 特徴を検討

するための基礎資料を得るため、地域特性の異なる3つ の地域 (工業都市、漁村、山村)に 住む 65歳以 liの高

齢者を対象 とし、地域によるソーシャル ・サポー トとQOLの 特徴を検討す ることを目的 とする。

Ⅱ.方

調査対象者

1l l‐l県内で地域特性の共なる3つ の地域 (A市 、B町 、C町 )に 住む 65歳以上の在宅高齢者216人を対象

とした。各地域において、老人会 もしくは老人会会長を中心とした健康相談の場で、集合による質問紙調査

を実施 した。同答者の内、65歳 木満の者および回答に不備があった者を除いた分析対象者は、A市 88人 、

B町 73人 、C町 55人 で、男性 65人 、女性 151人、平均年齢 75,09歳 (SD=604)で あった。

2,尺 度構成

1)Q O Iフ

本研究においてはQOIンの心理的側面に焦点をあて、「①現在、孤独感や不安感が低く情緒的に安定して

おり、②エリクツン (1950)〕による心lll的社会的発達llR題である老年期の 「統合 対 絶望」に際して、
自己の人/1:をかけがえのない満足できる1)のとして受けとめており、かつ死も受容している態度」と定義
tンたn

こオし基づき、負I期的な心理状態を測定するためにPGCモ ラール ・スケールCawton,1975)°を使用 し

た. PGCモ ラール ・スケールは(1)心理的安定性、②老いに対する態度、勧 駄独 ・不満感の下位尺度から

構成され、本研究σ)QOIンの定義にt)合致 している。また と年期の心理千t会的発達課題を測定するために、
エ リクソンσ)心理社会的段階目録検査 ・改訂版 (中西・水野 ・古市・佐方,1985)Dを用いた.これは Erikson

P s y c i l o s o c i a l  S t a g c  i n v c n t o r y ( E P S I  i  R o s e n t h a l , G u r ｀n o y & M o o r c , 1 9 8 1 ) 6 ) を改 訂 した 荘) の で あ る。

濠:
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2)ツ ーシャル ・サポー ト

本研究ではツーシャル ・サポー トを、支援提供者との関係をも含む 「対人関係 ,対人交流Jと して捉え、

「対人関係の中で、lrl人の生活上の問題を解決するために有益であると認めらオした支援」と定義 したDサ

ポー トの種類を手段的サポー トと情緒的サポー トに分類し、①手段的サポー トを 「生活上の具体的な問題

の解決手段や、解決のために情報を与えるサポー ト」(物質、金銭、ケア、情報の提供)、②情緒的サポー

トを 「規しい感情を示し、共感をもつて尊重してくれるサポー ト」(規名さ、共感、尊重 ・信頼の提供)と

定義した。宗像ら (1986)7)などを参考にして、手段的サポー ト13項 目、情格的サポー ト12項 目からな

るソーシャル・サポー ト尺度を新たに作成した。尺度作成及び実用性の検証のため、1997年に3市 町、1998

年に 1町で予備調査を実施し、最終的に①家族 (同居、別居を含む)、②家族外 (近隣 ・友人 ・規戚)の 2

サポー ト源について尋ねることとした。

3)デ モ グラフィック変数

QOLと ソーシャル ・サポー トヘの影響が予想 されるデモグラフィンク変数として年齢、R邸 、ヽ家族構成、

経済状態、主観的健康感、日常生活動作能力 (Activities of Daily Life、以下ADLと記す)な どを尋ね

た。

3.調 査実施方法

「民力J(朝 日新聞祖二編、1998)〕のエ リア区分に基づいて選定された 3エ リア (工業都市部 [四日市市エ

リア]、漁村部 [熊野灘エ リア]に 、山村部 [大阪狭域エ リア])か ら、それぞオ1クの特色を典型的に提示する

A市 、 B町 、C町 を選び、調査地 とした。

1998年 9月 ～1999年 3月 、3市 町の老人会または地区健康相談で質問紙による集合調査を実施 した。調

査実施にあたつては、調査対象地域の市町村保健婦または該当地区の市民センターを通 して老人会に調査協

力を依頼 し、調査当日対象者に調査の趣 旨を説明 した上で質問紙を配布 した。

またこオしと平行 して各地域の老人会役員を対象に、老人会組織 と活動状況、会員の職業、高齢者をとりま

く状況、世代間交流、医療 ・健康の特色、伝統行事と高齢者の関わりなどについて面接調査を実施 し、質問

紙では表現 されない地域特性および対象者の特徴についての情報を収集 した。

III.結 呆

1.各 尺度の下位尺度構成に関する因子分析

PGCモ ラール ・スケールおよび、エ リクソン心理社会的段階目録検査の構造を確認 し、また作成 したソ
ーシャル ・サポー ト尺度の信頼″性、妥当性検討のため、因子分析 (主因子法、バ リマ ックス回転)を行つた。

1)PCCモ ラール ・スケールおよび、エ リクノン心理社会的段階目録検査 ・改言r版 (EPSI)

医l十分析の結果、PCCモ ラール ・スケールでは①心理的安定、②加齢に対する態度の2囚 子がllll出さ

れた。また、エ リクツン′芭ヽ理社会的段階日録検査では、1因子性が確認さ加フた。

2)ソ ーシャル ・サポー ト尺度

家族および家族外σ)サポー ト源ごとに因子分析を行つた。表 1、 表 2の とお り、両サポー ト共に 2因 子

が抽出さオし、十司様の囚 rム構造をもつことが明らかになったっ第 1因子を情孫者的サポー ト、第 2因 Fを手段

的サポー トと命名 した。Clll onbac11のα係数は,92～_96と 高 く、攻 日内容の 一
貫性が確認 された。
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表 1 家族からのソーシャル ・サポー トの囚子分析

因 子 質問項 目
因子負荷量 共通性

h2

I  情 緒的サポー ト

19悲 しいときに一緒に悲 tッんでくれる。

15心 配事や悩み事を親身になって聞いてくれる。

11問 題や悩みに対して、具体的な解決方法を助言してく

10個 人的な気持ちを打ち明けることができる。

12不 満をよく聞いてくれる。

13-緒 に話をすると楽 しくなる。

17気 持ちが通 じ合 う。

28あ なたの意見や決断を尊重してくれる。

20-緒 にいると′いが落ち着く。

18あ なたを信 じて思 うようにさせてくれる。

24孤 独ではないと思わせてくれる。

4あ なたの気持ちを察して思いやつてくれる。

16病 気になつた時、治療や養生、薬について助言してく

3あ なたのすることを認めてくれる。

21問 題や悩みに対して、相談できる人や利用できる施設,

れる。

れる。

サービスを教えてくれる。

280

298

254

238

171

259

284

259

840

199

359

299

414

229

403

E 手 段的サポー ト

6買 い物やちょつとした用事を頼める。

8あ なたの代わりに、銀行やいろいろな手続きに行つてくれる。

5掃 除や洗濯をしてくれる。

22ご 飯を作ってくれる。

9必 要な()のを貸 してくれる。

25留 守を頼める。

7経 済的に困つた時頼 りになる。

1寝 込んだ時、看病や世話をしてくれる。

2具 合が悪くないか声をかけてくれる。

14病 気になった時、病院へ付き添って行つてくれる。

229

260

188

168

413

303

319

320

489

466

744

759

628

619

668

563

487

468

509

440

14 669因 子寄与 8 598 6 071

表 2 家 族外からのノーシャル ・サポー トの因子分析

囚 子 質問項目
因子負荷量 共通性

h2

I 情 緒的サポー ト

24孤 独ではないと思わせてくれる。

23あ なたの意見や決断を尊重してくれる。

17気 持ちが通 じ合 う。

19悲 しいときに一緒に悲 しんでくれる。

20-緒 にいると′Lり` 落ち着く。

4あ なたの気持ちを祭して思いやってくれる。

10個 人的な気持ちを打ち明けることができる。

18あ なたを信 じて思 うようにさせてくれる。

11問 題や悩みに対して、具体的な解決方法を助言してくれる。

3あ なたのすることを認めてくれる。

15心 配享や悩み事を親身になつて聞いてくれる。

16病 気になった時、治療や養生、菜について助言してくれる。

13-緒 に話をすると楽しくなる。

12不 満をよく聞いてくれる。

211濁題や悩みに対して、相談できる人や利用できる施設,サービスを教えてくれる。

Ⅱ 手 段的サポー ト

8あ なたの代わりに、銀行やいろいろな手続きに行つてくれる。

5掃 除や洗濯をしてくれる。

6買 い物やヤラょっとした用事を頼める。

7経 済的に困った時頼 りになる.

22ご 飯を作ってくれる。

14病 気になった時、す内1先/、付き添つて行つてくれる。

1寝 込んだ時、看病や世話をに_てくれる。

25留 守を頼める。

9必 要な!)のを貸 tンてくれる。

2具 合が悪くないか声をかけてくれャる。

319

249

282

325

886

816

317

278

400

233

487

387

307

384

269

720

666

640

659

674

623

601

574

627

501

670

560

497

508

422

775

710

692

730

662

590

518

562

565

497

296

244

279

349

346

398

814

401

496

636

786

777

749

744

725

724

708

704

683

669

658

640

635

601

592

因子寄与
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2 性 別、年代、地域による比較

1)性 万11による比較

IV朗||についてF検定を実施した結果を表3に示した。布きたがみられたのは、家族外からの情緒的サポ
ー ト (p〈.01)、および家族外からのサポー ト全体 (p〈.01)で 、女性の方が男性より有意に得点が高かつ

た,家 族からのサポー トおよび QOと指標には、有意な性差はみられなかった。

表 3 各 尺度の性別によるF検 定

尺 1空

男   性

(N=65)

平均 (標準偏差)

女   性

(N‐151)

平均 (標準偏差)

F検 定

( F値)

PCCモ ラー ブレ・スケ車―ル

心理的安定

加齢に対 する態度

尺度全体

エ リクノン心理社会的f斐階目録検査

ちそ族からのツーラ/ャル ・サポー ト

1持々者向勺リテ!( ― |ヽ
一千「1白勺リ テ」や   ト

サボー ト企|ト

ヤl t外か | )のソーシャル サ ポー ト

1青々者向イサllァ|「― ト

手段的サボー|

サホー ト全体

6 3 4 ( 2 5 8 )

3 05 ( 1 02)

9 39 ( 2 96)

25 74 ( 3 93)

48 06 ( 8 48)

33 02 ( 5 53)

81 08 (12 31)

42 49 ( 9 92)

27 48 ( 8 46)

69 97 (17 35)

6 0 3 ( 2 5 9 )

2 80 ( 1 07)

9 05 ( 2 92)

25 67 ( 4 57)

48 74 ( 9 76)

32 94 ( 7 39)

81 63 (16 15)

47 14 ( 9 59)

29 36 ( 7 81)

76 50 (16 48)

0 63

0 03

0 58

0 01

0  2 3

0 01

0 07

10 45ネ率

2 51

6 91**

*** 【 )〈,001 ** p〈  01 * p〈 05 十 pく,1

2)イiイ(による|ヒ|:父

年齢の中増直で75歳以上1鮮と65 7ヽ4歳群に三分し、F検 定を行つた結果を表4に 示した。QOI″は人生

の受容で、75歳以 L群が(;5～74歳群よりや)有音に得点が高かつた (pく05)。またノーシャル・サポー トは、

家族およびちて炊外からの十lf子柳ケサポー トにおいて、75歳以上群が 65～74歳以上群よりも有音に得点が高か

った (p(05)|, とわ↓的幸福感および手段的サポー トでは、年代による有意差はみられなかった。

表4 各 尺度の年代によるF検 定

6 5 7ヽ 4歳

(N=117)

平均 (標準偏差)

7 5 歳ヽ

(N=99)

平均 (標準偏差)

F検 定

( F値)

M i C  t ラール ・スクール

′はヽFl的|た,ど

加齢に対 するほ性

尺|を全|ト

=リ クツン心Fl社会的段ll■日鉢検 lll

|=族か,)F)ソーシャル ・サテ|■―|

1古そ杵|1勺サ,,(   ト

=手庁1白句ザテよ ― |

サメi■―卜!住|ト

家族外かに)のソーシャル ・サホ

1青孫者白イリサすi〔―|
二千1★ぼ〕ザラ!や  ト

サポー ト全体

6 1 3 ( 2 5 8 )

3 06 ( 1 02)

9 1 9 ( 2 9 1 )

25 07 ( 4 18)

6 1 2 ( 2 6 1 )

2 99 ( 1 08)

9 1 1 ( 2 9 7 )

26 42 ( 4 51)

49 ('2 ((, 02)

33 37 ( 6 98)

S 3 2 0 ( 1 4 6 1 )

17 18 (10 63)

2(, 72 ( 8 40)

76 90 (lS 06)

0 00

0 24

0 04

5 24*

( 9 5 5 )

( 6 7 9 )

( 1 1 3 6 )

( 9 1 1 )

( 7 67)

( 1 5 7 9 )

05*

65

62

3 98*

2 44

3 60+

*** pく  001 ** pく .01 * p〈 .05 十 p く。1
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3)地 域による比較

地域による比較を行 うため、
一元配置の分散分析を実施した(表5)。 PGCモ ラール ・スケールでは、

心理的安定 (p〈,05)、加齢に対する態度 (pく05)、および主観的幸福感全体 (p〈01)で 有音差がみられ

たぅ多重比較 (Tukoy)の結果、A市 が B町 より(D有音に得点が高かった (p〈05)。

家族からのソーシャル ・サポー トで有意差がみらオRンたのは手段的サポー トのみであり (pく05)、多重比

較 (Tukey)の結果、C町 がA市 よりt)有意に得点が津iかった。家族外からのソーシャル ・サポー トは、

情緒的サポー ト、手段的サポー トおよび家族外からのソーシャル ・サポー ト全体のそ加ンぞれで有音差がみ

られた (pく05)。多重ナヒ較(Tukey)の結果、B町 がA市 よりt)有意に得点が高かった。

衣 5 各 尺度の地域による分散分析

ナt 度

A市

(N=88)

平trj(標準偏差)

B 町

(N=73)

平均 (標準偏差) 平 均

分散分析   多 重比較

(1・値)  A― BA― CB― C

C町

(N=55)

(標準偏差)

エ リクノン心理社会的段階 目録検査  2575(406) 26 1JS ( 4 83) 2 4 6 7 ( 4 1 4 )

PGCモラール ・スウ ッレ

心理的安定

加齢に対する態度

尺度全体

家族からのソーシャル ・サポー ト

情緒的サポー ト

手段的サポー ト

サボー ト全体

家族外かに)のソーシャル ・サポー ト

1青々旨津匂tトテポー ト

手段的サポート

サポー ト全体

6 65 ( 2 90)

3 21 ( 0 98)

9 85 ( 3 11)

21〕( 9 92)

19 ( 8 35)

142 (17〔J2)

5 6 3 ( 2 2 1 )

2 80 ( 1 07)

8 43 ( 2 55)

5 95 ( 2 40)

3 06 ( 1 08)

9 00 ( 2 91)

333*

3 14*

5 0 2 * *

2  4 4■

*

*

*

米

*

米

47 22 ( 9 96)

31 74 ( 7 07)

78 96 (16 02)

0 6 ( 9 2 6 )

80 ( 7 37)

85 (15 19)

48 62 ( 3

3 5 1 5 ( 5

8+1 76 (12

44 53 ( 8

29 11 ( 6

73 64 (13

85

32*

1〔)

437*

3 47*

416*

4 8 4 8 ( 1 0 5 4 )

3 0 4 8 ( 8 6 4 )

78 96 (18 21)

*** p〈 .001 ** p〈 .01 * p 〈  05 十 pく  1

IV、考  祭

主観的学福感では、A市 がIB町よりも得点が高かった。A市 は趣味や社会活動の場が、種類、量と|)に他の

地域て其りや)豊伍だと思われるため、自由に趣味や自己実現を展開できる環境が 主観的幸福感の高さに影響 して

いること1)考えられ る,

家族外からのソーシi、アル ・サポー トでは、B町 がA市 よりもイ丁意に得″liが高く、 f:観的幸福感の結果と逆転

している。B町 での老人会長からの聞き取 りからも、「親戚をあてにしている」とい う言葉が階1カサ1夕てお り、住

み'慣オ(/た地域の親戚や近隣を頼る傾向が他の 2地 域より1)強いことが うかがわ才しる, 一方若い世代が流出して

いくことで人に1は減少傾|+11にあり、町全体の活力の低下が、高齢者llrllttlbl人の主観的幸福感に|夕響を及ぼ して

いる可能性 t)ある十】

C町 において家族か,)の手段的サポー トが高かつたが、これは家族との十「」居の多さと関連 しているようには

われる。A市 、F4日rでの を人会長からの聞き取 りで、「規だけ地区に残って、子ど1)だけ郊外に転居するケース

t)多いJ(A市 )、「ない人は、(11i′とヽ地区に)li地 を借 りて引つ越す。 (調査地区は)親 ばか りになって しまう。

J″'どt)と1/2同ナ|ヰ家族はまオしである」 (B町 )と いうダ,に対し、C ttr Cは「同店が多い。若い人は一日章諸「会オヽ出て

i)、十可イ|:かすると帰つてくる」とい う言葉が複数のを人会ltから聞かオ1夕ている。大都市への通勤圏内とい う地

上戊キヤ‖にが影響 している1)ダ,と′|よオつオしる。

V  今 ｀
後ブ,ユ果題

今後はこの調査をキ)とに、質問紙では表されない具体的な地域の支え合いの現状や、サポー トの受領だけで

なく継供とσ)関i廷などをさに)に研究 していくととt)に、それぞれの地域で高齢者のQOIフ を向上させるために、

地域特性に相せざしたサポー トのあ り方 とはどのような ものなのかを検討することが課題である。

現在、サポー トを提供することで生きがいを感 じている高齢告 (70才以上)に 対する個別インタビューを実

施中であ り、その結果び)分析 とあわせて、 L記 の課題に取 り組むこととしたいぅ
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4.研 究開発事業

災害時地域ケアシステムのあり方研究

学内研究員 :黒田裕子、永見柱子、河原宣子、橋爪永子、森田敏幸、大谷 恵

研究協力者 !束八重子、二重県地域振興部消防防災課

学外研究員 :上国耕蔵 (神戸協同病院長)、中辻直行 (高齢者ケアセンターながた施設長)、

小村隆史 (防衛庁防衛研究所)、海山 徹 (サンルー ト看護研修センター所長)、

吉村裕之 (二重県総務局税務課長)

I 研 究目的 ・方法

災害時に地域のケアシステムが有効に機能し、かつ、被災後、地域で生活する高齢者 ・障害者などの身体的 ・

精神的 ・社会的な健康管理等を行 うために地域の取り組むべき課題を明確にし対策を追究する。地域における

ケアシステム構築、特に災害といった非常時においてはシステム作りを地域社会全体で取り組んでいく必要が

ある。本研究班では地域ケアシステムを構築していく際に、看護的視点からいかにアプローチしてぃくかを主

として研究している。災害時に迅速で適切なケアを提供するための看護実践方法とともに、住民相互の支え合

い、特にコミュニティ形成を支援するために看護職者はどのような役害」を担 うべきかを重要な視点としている。

そこで、平成 9年 度 ・10年度に引き続き、平成 11年度は以下の2側 面から取り組んだ。

1.紀 伊長島町における 「災害図上司1練」の実施と効果の検討。

2.「 避難所における救護活動の手引き 改 訂版」の作成。

E.研 究経過

.紀 伊長島町における 「災害図上副|1練(以下DIGと 略す)」の実施と効果の検討。

平成 9年度から、住民主体の災害時ケア活動の意識啓発と向上を目的に二重県紀伊長島町の住民及び行政

と連携 してDIGを 実施 してきた。平成 11年度はその効果について検討 した。

① DIGへ の参加者について

紀伊長島町におけるDIGは 、「災害発生時に自分の生命あるいは人命を守るために自分自身がどのよ

うにイ子動すればよいのか」を住民自身に考えてもらう目的で、平成 10年 3月 と平成 11 を々3月 の2回 にわ

たり実施した。平成 10年 3月 6日 のDIGは 紀伊長島町西長島地区で開催 し、参加者 133名、参加者平均

年齢 58.2歳、昭和 19年に起きた束南海地震による津波被告の経験者が36名参加 していた。平成 10年に

実施 した際には行政と看護大学側が主体となって運営し自治会を中心に住民の参加を呼びかけたため、参

加者は特に50歳代～60歳代の男性という各地区の自治会活動の中心となる住民の参カロが大多数であったぅ
一方、平成 11午二においては平成 10年のDIGに 参加 した住民から 「住民主体でDIGを 実施したい」と

いう要望が行政側へなされて実施した。平成 11年 3月 上「]に紀伊長島町中ノ島地区で開催し、参加考 115

名、参加者平均年齢は463歳 であった。平成 10年に実施したDIGで 婦人会や子供会にも声をかけるべ

きだという意見が出ており、その,ま見を踏まえて住民側が働きかけて平成 11年では、女性の参加者が男性

より若十増加し、また平均年齢が 10歳ほど若くなった。これは小学生とその母親たちの参加があったため

である。また、60歳代～70歳代の女性 も多く参加 していた (図1～ 図4)。

- 3 1 -



性月1

90歳以上

80～89歳

70～79歳

60～69歳

50～59歳

40～49歳

30～39歳

20～29歳

10～19歳

10歳未満

―
―
―
―
―
―

ヨ

参加 苦
‐の性丹|(平 成 10年実施分)

上_上
10         20

図 2 参 加苦の年齢

30         40

(平成 10年実施分)
一Ｘ
十

人数

女

55%

90歳以上

80～89歳

70～79歳

60～69歳

50～59歳

40～49歳

30～39歳

20～29歳

10～19歳

10歳未満

|■3 参 加者の性別 (平成 11年 実施分)

0        5        10       15       20       25

図 4 参 加者の年齢 (平成 11年実施分)

(2' ブ レインス トー ミングにおける住民の音兄

DICの 進行は、朕15に示す とお りである。この うち、グループ間の議論の場であるブ レインス トー ミ
ングてII民か |,出された意見を表 1にまとめた。ある主婦は 「寝たきりの市i齢者が白宅にいる。この副|1練

をするまでは災告が起こって避難するときには主人が高齢者を背負つて逃げればいいのだと他人事のよう
に把、っていた,で |)災十1kいつ起こるかわからない。もし自分 しか白宅にいなかったら自分はどうすれば
いいυ)か、それを考えられるようになったJと 充占していた。 また、小学生かに,「今までは地震が来たら

わとの下にほオした|,いいと思っていたっでt)そォしだけではいけないんだ、ということがわかった」という意

見が出たっこオしらの意見はすべて、行政件から指導さオし教えらオR′て出てきた言葉ではなく、住民自身が発

言 した t)のである_

表 1 ブ レインス トー ミングでの住民のま見

■殆 どの地区が雄波で水没することがわかった
■お午寄 りや子供を背負 うため、紐 を丹l古してお こう3
■自分は述難できて t)歩けない高齢者 t)いる。乳母子江を使お う。
■隣の 一人子【らしの高齢者と日頃か ら話 し合お う3
■陸索吸入を している高齢者が近所にいる。携帯用の駿素を準備 してお こう.
■子供には山に対辛難するように 日頃か ら教えてお こう,
■遅難す るときには、近所で声を掛け合っていこう,
日地域住民の 日頃の連携が重要であるJ
■東南海 大地震による汁波の被災者が体験のない 子供たちに伝達 したい,
日町内でF4_ょり、Ⅲ::波や連難について話し合いたい、

性 別
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①

,   r r
■r ,―声

D I Gの 効 果 につ い て

DIGは 、実際に生活を常んでいる地域での

災害を想定して実施する。そのため、住民が臨場

感を持つてより具体的に災害時の対応策を話し合

うことができる。 2回 にわたり実施したDIGへ

の意見として参力口した住民全員から 「次回もこの

訓練に参加 したい」「参力日できなかった人に1)伝

えたい」という回答を得ているDこ のことから、

災害が発生したときにどのように助け合うか、日

頃からイ市rをしておかなければならないか、という

議論をキ段から行うことが重要であり、そのため

の手段としてDIGは 有効であると考える。災告

時のケア活動は専門職者だけでなく、地域住民相

Tこの支え合いがあつてこそ成り立つt)のであると

考える3 したがつて、今後もDIGな どのように

活用していけばより高い効果を得られるか検討し

ていく必要がある.

(1)グ ループ分け (10分 )

(8)誌 評 (10分 )

図 5 DIGの 進行
1)

2.「 速難所における救護活動の手引き 改 訂版」の作成。

阪神 ・淡路大震災から5年 が経i過した.こ の震災は、災害時における看護とはどうあるべきかを再認識さ

せ られるきつかけとなった。そこで、我々は、震災での実際の救護活動を踏まえて、平成 9年 度に 「連難所

における救護活動の手引き」
2)を

作成 した。非常時であつて ()「生活者 としての人間」を見失わないケアと

はイ可か一を念頭に、主として選難所における環境づくり、保健術生、救護センターでの活動等を盛 り込んだ

1)のである。平成 11年度は 「遅難所における救護活動の手引き」に 「メンタルケア」に焦″点を当てた内容を

追加 して 「雄雑所における救護活動の手引き 改 訂版」を作成 している。本手引きの構成は以下の通 りであ

る。

第 1章 逆難所における環境づ くり

長期にわたる避飾 llTでの生活を想定して、被災者の健康の保持や安全 ・安楽について配慮 した、連難所

の環境づ くりについて述べた,

第 2章 避難所における救護活動

避雑所に設けられる救護センターの役1年|やスムーズな救護活動を行 うための留意事項について述べた。

第 3章 避難Fす千におけるメンタルケア

阪神 ・淡路大震災等での事例を紹介しながら、災害を体験 した人々に起こってくる′い理状態や行動の変

化、生活 liの留iま″ttや必要とするケアなど援助者の十対わりのポイン トと専門家の活用、援助者自身のメン

タルケアについて述べた)
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この第 3章では 「メンタルケア」についての基本的な考え方と共に、いくつかの事例を紹介しながら、ケ

アの具体的な方法を述べた。机上のみでは推じ量れない、被災した人々と真正面から向き合つた看護者の姿

勢は、災害時における看護のあり方だけでなく日常の看護を見直す機会ともなると考える。今後も本手引き

についてのご意見を県内外よりいただき、さらに内容を充実していきたいと考えている。

III,今後の課題

研究経過で述べた内容をさらに深めていくとともに、新興住宅地における住民のコミュニティ形成に災害

看護を取り入れる効果についても現在検討中である。また、災害看護におけるターミナルケアのあり方につ

いても探究 していきたいと考えている。

【学会発表】

日本災害看護学会第 1回年次大会 (平成 11 二々7月 20日、於 i兵庫県立看護大学)に て以下の発表を行つ

た。

> 紀 伊長1時わ田rにおいて、住民 ・行政 ・看護大学が連携 して実施 した災害図上訓練が、住民の災害時ケア

活動に関す る意識向 上の一
助 となった ことぅ

>‐ 災 害時の遅難所における具体的な救護マニュアルを作成 したことっ

【引用 ・参考文献】

1)DlGマ ニュアル作成委員会 :災告図上訓練DIGマ ニュアル第2版,(財)日本都市センター,1999年

2)二 重県立呑護大学地域交流研究センター災■時地域ケアシステムのあり方研究班 :遅難所における救護

活動の手引き,1998年
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5.研 究開発事業

テレヘルスモデル開発事業

学内研究員 :伊藤千代子、藤本十二、佐々木由香、池田由紀、中村可奈、服部希恵、森田敏幸

学外研究員 :二村 昭 (紀宝町健康管理担当参事、診療所所長)、二十寸恵美子 (紀宝町保健センター保健婦長)

I 研 究目的および方法

本研究の日的は、在宅要援護高齢者に焦点を当てて、地域ケアヘの情報通1言技術の活用を検討することにあるっ

昨年度は、在宅要援護高齢者に対する地域保健医療福祉体制および情報通信技術導入の現状について、文献調査、

先行事例および二重県内の小規模自治体の現地調査を行つた。その結果、次の2つ の研究課題が抽出された。

(1)高 齢者にとつてのテレヘルス技術 ・機器の利″点と課題

(2)地 域保健福祉情報システムに関する課題

研F究課題 (1)は 、テレヘルス技術 ・機器を利用する高齢者の視点から、その和i点および課題について検討しよ

うとするものであるDし たがつて、それら技術を地域保健看護活動に導入している実践例に基づき検討する必要が

ある。二重県下ではそのような活動を実践している地域は数少ないが、紀宝町の在宅健康管理システム 「うらら」

(写真 1)を 活用した地域保健看護活動はその1例である。本年度は、紀宝田H呆健センターおよび町立診療所の協

力を得て、「うらら」を活用した高齢者地域保健看護活動の利点と課題を次の3側面を検言十ナることにより明らか

にすることとした。

① 「うららJを 導入することにより期待した成果に対する評価

② 「うらら」が有する機能に対する実際の使われ方についての評価

① 上記(Dおよび②に関連してみられた副次的効果

これらの検討を行なうためには、保健サービスの提供者側と利用者側の双方からデータを収集する必要がある。

保健サービス提供者側からは、聞き取 り調査およ

び既存資料の分析によリデータを収集している

が、現在、途中の段1増である。 一方、利用者側に

対しては、訪問面接調査を行ない、データを収集

した1)

研究課題 (2)に ついては、昨年度に行なつた

現地調査の結果を整理 した。県外先行事業 2事 例

の調査については、地域における保健医療福祉連

携の軌フギ【から、また、二重県内小規模自治体6事

例の調奈については、情報の実約および共有化の

観点からまと冴)た1】

11.平 成 11年度研究経過 写真 1「 うらら」使ナ日中の利用者

1.紀 宝田rにおける在宅健康管P担システム 「うらら」を活用した高齢者地域保健看護活動の利点および課題

紀生町においては、平成9年度より高齢者ケアデジタルネットワーク事業が展開さオしている(表1～ 3、図1)。

この事業は、情報通信技術 ・機器を活用して、1人暮に,し高齢者や病弱な高齢者の在宅生活の見守り、健康管理

などを行なうことを目的とした事業であるぅ導入されている機器は、在宅健康管理システム(ホームドクター 「う

らら」i写真)、地1在健康管Plシステム、在宅健康相談システブ、(テレビ電話)、ガス検針システム応用自動防火

システムお.上び水道検針システム応用安否確認システムであるここのうち、地区健康管理システムは、町内3ヵ

lプ子に設置されており、利)IJ杵はその場所に出かけていつて利)日するt)のである。 一方、他の4種類の機器は、各

世常に設置さオ1夕ているぅ設置されている機器の種類は、世帯により様々であるぅ
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世帯に設置 さオしている4種 類の機器のうち、ガス検密|システム応用自動防火システムおよび水道検針システム

応用安否確認システムは、自動的に機他するシステムである)一方、在宅健康管理システム (ホーユ、ドクター 「う

にす)」)お て主び在宅健康lll談システノヽ (テレビ電話)は 、機器を示|ル村す
~る

という利用者の行動を介t/て機能する

システムである〕うと在、「うらに,Jの ナ結末測定器および送信器は 25世 帯に設置さオしており、ど18人が利用できる

ように金無されている,利 用者
‐
はそれぞれの利用の仕方で健康管理に活用 している。

一方、在宅健康相談システ

ム (テレビ電話)1士、口付41:活が映像で映し出さオしることに末卜,~る抵抗等の理由等で利用者に不評であり、あま

り十旨用さオ1/ていない,そ のため、本研究では、「うらら」に焦点をど4てた.本 年度は主にその利用舌をネ十象とし

た調査を行なつた.

表 1紀 生町の概要

表 2旅 己をと町保健センターおよび紀生町立相野谷診療所のスタッフ

看護婦
常  勤  1

雇↓ヽ_上↓デ   2
医   師 常  勤  1

|【作LT草吊 常  勤  4 医療事務 常  勤  1

栄藍士
常  勤  1

雇↓ヽ_上|デ   1
事  務

勤

時

常

臨

(1)在 宅1/rLl康管理システム (ホーム ドクター 「うらら」)の 機能

「うに,に,」は共3お よび図 1に示したように、 う らら端末測定器および送信器が利用者宅に設置さオしてお

り、ホストコンピューターが保健センターおよび町立診療所に設置さオしているけ端末損J定器は、I口I、即R

抽、心電図を測定し保存することができる。また、ま当占器にセットすることにより、家庭の電話回線を介

して測定値をホス トコンピューターヘ送信することができる。なお、利用世帯が負担する維持費は、lヶ月

約 300円 であるJ

端末測定器は、労十1途誤J定した体温、尿検査の結果、および1苫l診項目への回答を入力し、同時に送信する機

能を持つているが、紀生町では、利用の便を考慮 し、体温および問診 3項 目 (体にだるさはありますか
｀
P食

欲はありますか ?今 日の体の調子は良いですか?)を 入力するように設定してある。「うらら」には、測定

時の指示内容を文字で表示すると共に、音声で指示を与える機能があるので、利用者はその指示に従つて、

航圧、心電図の測定および1出1診への応答を行なうEな お、うららの岸声の音量および′巧ふ速度は和1用者個々

人に合わi士てイといや
‐
すいように調整さオしている)う ららの使ナ|」時間に制約はない。 ま た使用回数にt)制限

11にない。しかし、;J言さオしるデータは、1日間の十呆存データのうちの最初と最後に損1定さオ
′
した 2回 のデータ

で″)る,iヨ辞1予1問は、毎日、夜間 12日寺から翌朝5時 の間の利用者f毎に設定された時間帯であるEす なわち、

リアルタイムでデータが送信 さオ1夕るものではない。 し かし、緊急時には、緊急送信のボタンを押すことに

より、百サ,にデータが,J占さォ1夕る,

面  積 76 78 km2 6 5 歳, ス上人口 2,062人

人  「 〕 8 250人 老年人口告」合 250%

lll杵放 3 2 7 1 世 帯
一 人暮 らし高齢者 199人
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表 3 紀 宝町高齢者ケアデジタルネットワーク事業 :各 システム詳細

名 称 目 1代 機器構成 接続先,伝送経陛 機 能 対象者 導|八時期と,経費 備■■1考

ス検力瑚！柳々
オ

ガ
針
テ
用
防

ス

在宅生
活高齢

者の見
守 り
( 安 否
確認 と

防火)

高齢者宅
●ガスマイコン

メーター

●ガス漏れ警報
機

●火災探知器
ONCU

●JA二 重経済
連 しPガ ス監

視センター

→ 紀 宝町
役場

0-般 公衆電話
網 (ll「r中 部
テ レヨンセン

タ経由 ? )

●LPガ スの残量白
動確認

●ガス漏れ時の 自
動ガス供給遮断

●ガス漏れ ・火災時
の自動通報

●JA二 重南紀
から LPガ ス
の供給を受け
た一人暮らし
高齢者等の世
帯43世帯

●桐原地区96世
帯

平成 9年 度
¥8,668,000.―

二重県高齢者ケア
デジタルネットワ
ーク事業による

離！ヵム！！応如誇オ

水
針
テ
用
確
ス

在宅生

活高齢
者の見
守 り

(安否
確認)

高齢者宅
●水道マイヨン

メーター

ONCU

●紀宝町鵜殿村
水道企業団

→紀宝町役場
0-般 公衆電話
網 (Al「F中 部
テ レヨンセン
タ経由 ? )

●毎月の検針情報
を自動送信

●連続24時間の水
不使用を役易に
通報

●紀宝町鵜殿村
水道企業団の

上下水道が配
管された80世

帯

平成 9年 度
¥21,246,000 -

二重県高齢者ケア

デジタルネットワ
ーク事業による

用

り
使

使

あ

を

不

２
戸

道

帯

井
＞

水

世

＜
用

健

理
テ

宅
管

ス
！

在
康

シ
ム

高齢者
の健康
管理

高齢者宅
●健康情報収集
器 「うらら」

ONCU
センター

●高齢者健康情
報データベー

ス用 PC

●NCU

●紀宝町保健セ
ンター

●一般公衆電話
網

●1台で4名 まで測
定,登 録 0り【拍,
血圧,心 電図)
地区健康管理 シ
ステムの場合,人
数制限無 し

●体温,体 重コ尿検
査結果 も手入力
可,問 診選択可

●上記の情報 をセ
ンターヘ送信 (随
時ない し夜 間 自
動)

●セ ンターでデー

タベース化
●月間 レポー トを
送付

●セ ンターか らの
メンセ~ジ

● うららか らの指
示 は画面 と音声
で (指示音量 ・速
度は調節可能)

●寝たきり高齢
者,一 人暮 ら
し高齢者など
の25世帯

平成 9年 度
¥15,860,000.―

(在宅用一台あた
り ¥200,000.― 程星
度)

二重県高齢者ケア
デジタルネッ トワ
ーク事業による

好評 (安心

感,センター

との コ ミュ
_ケ ー シ ョ
ン増加,自他
の健康 状態
への関心,自
己健康 管理

意識の向上)

システ ム ト
ラブル (とく
にデー タ送
付時)あ り。
地 区の端末
か らの多人

数デー タ送
付時や,外部
クラ ッカー

の ア クセ ス

時 にセ ンタ
ーの システ
ム停止

健

理
テ

区
管

ス

地
康

シ
ム

外出可能な高齢
者をはじめと
する希望者
(個人カー ド発
行)

情報収集
器 「うらら」

●多人数データ

収集用 PC

ONCU

健
談
テ

宅
相

ス

在
康
シ
ム

健康相
談 と安
否確認

● テ レビ電 話
(既 存 電 話

機,Nと 組み
合わせ る)

●各設置場所 間

(point―to―p
oint)

0-般 公衆電話
網

●高齢者宅,保
健センター,
老人福祉セン

ター,相 野谷
診療所,役 場
本庁 (保健福
祉課)の 合計
5 0 台

平成 9年 度
Y5,871,000.―

二重県高齢者ケア

デジタルネットワ
ーク事業による

不評,殆 ど使
用 され てい

ない (プライ
バシー)

通

ス

る
。
シ
ム

緊
報

テ

不測時
の高齢
者か ら
の緊急
通報

高齢者宅
●据付け型緊急
通報装置 (押
しボタン)

●携帯型緊急通
報装置 (ペン

ダン ト)
隣人 (各2軒 )

●隣人宅 (親類,
民生委員 な
ど)

0有 線

●ボタンを押す こ
とに よ り近隣に

連絡

高齢者宅,50台 平成 8年 度
1ヽ5,400,000

(1台¥108,000)

保健福祉課
在宅介護支援セン
ター

不評
高齢者 :ペン

ダ ン トは肩
が凝る,付け
忘れる,格好
悪い。押 しボ

タ ンは不測
時 に役 に立
たない。
隣人 :不測時
以外 の ブザ
ーに梓易。

●ブザー
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(2)利 用者に対する調査の概要

「うに,ら」に利用登録し/ている人のうち、調査に対する協力依頼に対して承諾を得らねン、面接が可能であ

つた人、ル性 14人、女性 19人、計 33人を調査対象とした」対象者の年齢は、平均 77歳 (60歳 ～97歳)

であり、金虫1可らか健康問題を有していた。なお、9人 は 1人暮らし、14人は高齢者夫婦lll帯であつた。

調奇項目は、「うらら」の使用状況、利用者が認知している 「うらら」利用の利点と不都合、「うらら」

導入後にみられた健康管理意識、保健行動の変化等であるD

調査は、訪問面接調査により行なった。面接は、あらかじめ質問項目を設定し、それらについて対象者

に自由に語つてもらう方法をとつた。対象考の話しの流れに沿つて、質問の順序は柔軟的に入れ替えた。

2人 生和1で調査を行ない、1人が面接を担当し、他の 1人が筆記録をとつた。なお、対象者の了解を得て、

テープレコーダーに面接内容を録キした。調査票への回答の記入は、面接時の筆記録と録音テープとを照

合し、内容を確認した後に行なったり 現 在、その作業を終えたところである。

調査結果の分析は、今後の課題である。

2.テ レヘルス技術を導入 した高i齢者地域ケア :先行事業調査結果 (概要)

(1)大 分県緒方町

①在宅要援護高齢者 (独居者人を含む)の ケアシステムの全体像

緒方町 (平成 10年 4月 現在)は 人口7,164人、65歳以上人口2,620人、老年人口害J合36_3%、一

人暮らし高齢者 298人、高齢者世帯 742世帯の町であるじ保健 ・医療 ・福祉施設として、社会福祉法

人イ■運社、緒方町社会福祉協議会、すこやか福祉センター、国保総合病院、訪問看護ステーション、

養護老人ホーム、開業医がある。連携としては、高齢者調整会議が、月 1回、すこやか福祉センター

を拠点として行われている。

②在宅要介護高齢者 (独属を人)の 把握について

緒方町企 36地 区に、15人に 1人の割合で保健福rli委員 (3年任期のボランティア)を 配置してい

る。さらに、安心訪問隊として、消防、警察、民生委員、社協がグループになり、 1年 に 1度一人暮

らし高齢者の見回りを行つている。緊急通報システム 「コスモス」がある。

①コスモス情報ネットワークシステムについて

コスモスツト青報ネットワークシステムは、情報杷据および情報提供をはかり、サービスの質と量の確

保を支t_tすると共に、個人のエーズに対応するため個人の詳細情報、施設情報の一元化をはかること

および介護サービスの効率化を支援することを目的として、導入された。運用は個人情報サブシステ

ム、相淡業務サブシステム、身障者サブシステムなどのさまざまなソフ トウウエアを組み入オしたもの

でなされている。

運用後の評価として、プライ/ミシーの保護については今後整備していく必要があり、運用コストが

かかることや、介護保険導入に向けたソフトの構築が老、要なこと、保健活動への応用が利かないなど

が挙げられているぅ

(2)香 川県豊浜町三豊総合病院

O三 曇総合病院が,差隔医療支援システムを導入するにあたつての経緯

平成 94+二度)亨生省造隔医療モデル事業に選定されたこと、および訪間看護 ・訪間診療のサボー トし

てくれるシステ2、を求めた結果、遠隔医療支援システムを導入することとなった。

使用機器は日立製 リアルタイム遠隔医療支援システユ、(TMS 5101,5001)と TV電 話で歩)る,

②遊隔医療支援システム導入後の実際

運用方法としては、平成 10年 3月現在 12件にTV電 話が設置さオし、2件 (筋無力)たは者宅と1豊″性

呼吸イ(全忠者宅)に TMS 5001が設置されている。毎日定時に病院保健婦が電話し、状況確認を行って

いる,緊 急時はTV電 話で確認 してから往診している。必要に応 じてソーシャルワーカーやFll学療法

ifも機拷祥を海看用 している3

運用の評価として、利点は、山「像をみて話ができるため患者・家族の状態がよく把握できることと、

特に在宅療差生活のイく安の軽減がはカサしている。緊急時にはすぐにTV電 話で相談できる。また、開

業医、社会福祉協議会、町役場、病院とのイじ日の定期連絡にも活用することで連携がより密に行えるじ

問題″点としては、環境、機器、コス ト、コミュニケーションの問題が挙げられている。
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3,二 重県下 6町 における在宅要援護高齢者情報の把握 とその管理の現状

(1)検 討経過

平成 11年 1月 から3月 の期間中、二重県下6町 において、在宅要援護高齢者に対する保健医療福祉体制

の現状および情報通信技術導入に関するニーズを把握するための調査を行なった。その結果、在宅要援護

高齢者情報の管理とその活用に関する課題が抽出された。 しかし、本調査を行なった時期は、公的介護保

険制度の導入に向けて、各町とも在宅高齢者ケア体制や情報管理システムを検討 している最中であった。

そのため、町の担当者は、現状の要援護高齢者情報の把握、管理とその活用について何 らかの問題意識を

有 しながらも、介護保険制度が発足すれば、寝たきりの人は介護保険によるサービスの対象となり、改善

が図られていくだろうという見通 しを持っていた。
一方、保健活動としては、予防活動、健康増進活動へ

より重点を置かなければならない。そのためには、介護保険の対象とならない人や要介護状態に陥 りやす

い リスク要因を持った人の情報をいかに把握するか、また健康相談や健診で得た情報をいかに保健活動ヘ

活用 していくかが課題であるとい う認識がみ られた。

以上のことから、当初、研究課題 (2)と して検討を予定していた、在宅要援護高齢者の保健福祉情報

を把握 しケアサービス提供者間で共有するための地域保健福祉情報システムのモデル (プロ トタイプ)構

築および試用 ・評価については、
一旦保留とした。

(2)6町 における在宅要援護高齢者情報の把握 とその管理の現状

6町 における調査結果を 「情報の流れと集約」「組織間での情報の共有化」「プライバシー保護」の観点

から整理 し、表 4に 示 した。なお、対象 6町 の人口は 6000～14000人、老年人口割合は 15～27%で ある。

各町の状況および全体の状況を要約すると、次のようであった。

A呼 :在宅要援護高齢者の情報は、保健福祉課に集まってきている。保健福祉課は、ほとんどの情報を

把握 し、整理 しているが、在宅介護支援センター、保健福祉課、社会福祉協議会が、それぞれに個別の情

報 も持ってお り、一つに集約されたものはない。情報を共有する検討会での情報交換も日頭で、共有のた

めのシステムはない。在宅介護支援センターから (民間)か らは、在宅、福祉サービス利用登録者のデー

タベースの情報共有化の希望が出ているが、町としてはデータベースの情報共有について検討するには至

つていない。

B町 i情報は保健福祉課で管理されている。高齢者サービス調整チームの検討会にあがつてきたケース

については情報共有されているが、そのほかについてはプライバシー保護の観点から、基本的に保護され

ている。高齢者サービス調整チームで検討されたケースは、ケースの自宅のノー トを使つてヘルパー、デ

イサービス、訪問看護に関しては互いに情報共有できるようにしている。 し かし、保健婦の訪問は共有さ

れていないじ

C ttr i福祉、医療、保健、の 3つ の部門が、行政の機構と人事、施設で一つのものとして連携 している

が、1青報は統合されておらず、整理も出来ていない。情報が集まっている場所は在宅介護支援センターで

あるが、各サービスの活動の記録は別々である。情報の集約共有化が必要であると保健婦サイ ドは感 じて

いるが行政サイ ドの理解が得 られず、実現 していない。

D町 :情報は、在宅介護支援センターのパソコンに集約されてお り、2週 間に 1度更新 される一
覧表と

調整会議で共有されている。情報に入力できる職員は 1名 だけで、普段の情報交換は日頭でなされている。

E町 :情報は在宅介護支援センターに集まっている。社会福祉協議会のカルテと、保健婦のカルテをい

っしょにして情報を共有していた時期もあつたが、設置主体が違 うとい う理由から現在は別々のカルテに

なった,情 報の共有は、許可を得ての関覧でしかできないため、双方の情報にずれが生じるようになり、

週に一回の会議で共有することになった。在宅介護支援センターが情報をプリン トして会議で使つている。

F町 : 情報は、住民福祉課のシステムで集約 されている。社会福祉協議会が関わる部分の情報につい

てはフロッピーで共有 している。情報への書き込みは住民福祉課の担当者だけが出来る。実際には、直接

担当者同士情報交換することの方が多く、システムが十分活用されているとは言えない。情報管理のため

のシステムが他にもいくつか開発 されたが、実際には使われていない。

全体のまとめ i「情報の流れ と集約」については、各町ともひとつの場所に集まってきていた。しかし、

各個人ごとのデータベースとしてひとつのものに集約するには、専任で入力、整理、管理するような担当

者が必要であり、 日 々の活動内容、各サービス毎の情報などもまとめるという所までは難 しいとい う現状

であった。「情報機器の導入」は、各町ともパソコンが入 り、情報集約のためのデータベースも準備されつ

つあつたが、実際に入力が行われていなかったり、入力はしてあるが有効に活用されず、これまでの記録
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を使つたり、日頭での連絡方法を使っていたりすることの方が多い。「組織間での情報の共有化」は、方法

は各町によって異なるが、高齢者サービス調整チームの検討会で共有されている。検討会などで様式や書

式を定めて共有する情報の範囲や内容は、各町により様々であるが、ケースについての実際の情報交換は、

直接担当者の間で口頭で行われることも多い。「プライバシー保護」についてこれまでに問題が起きたとい

う町はなかった。特別にプライバシーの保護ということを意識した対策を行つていた町は、調査した時点

では 1町だけであった。また、本調査で対象とした人口1万人前後の小規模自治体の場合、対象者のほと

んどを保健福祉担当考がよく知っており、町の保健福祉担当課と社会福祉協議会が物理的に近い場所にあ

つて情報のや り取 りが密接である状況がみられた。

EII.研究成果

本研究の研究期間は、平成 10年度から12年度に至る3年 間である。平成 10年度および 11年度に収集した

データをt)とに、さらに検討を重ね、12年度に研究の成果を報告する予定である。
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情報の流れ、集約 組織間での情報の共有化 情報機器 プライバンー保護

Ａ

町

民生委員 (年末慰問対象者σD把

握)

→保健福祉課

住民 (相談)

→保健福祉課

高齢者対象の基本健康調査,健康

相談,高齢者全数調査、高齢者個

人別台帳、介護保険の調査などほ

とんどの情報は、保健福祉課が把

握 している。しかし、在宅介護支

援センター,保健福祉諜、1上会福

祉協議会が、そオRフぞれにllq別の情

報も持つている。情報の内容はそ

れぞれであり、
一つに集約 された

ものはないじ

民生委員の年末慰問対象者の情報

は、保健福祉課、社会福祉協議会、

在宅介護支援センター,が共有。共

有する情報は、要介護老人,独居老

人,施設入所者の名前じ

在宅介護支援センターと保健福祉

係は、在宅福祉サービス利用登録

者の利用中請時に情報を共有して

いる。

高齢者サービス調整チーム (,在

宅介護支援センター,保健福祉課、

社会福祉協議会)の 検討会で情報

交換され共有されるが、情報交換

は,日頭で行われ、共有のための書

式や、システムはない。

・住民課は住民

基本台帳に利

用9
・身体障害者に

ついては、パ

ソコン入力さ

れている。

・特に問題はあが

っていない。
・プライバシー保

護 を意 識 した

システ ム もな

いが、共有する

情 報 の内容 は

怖」1投さオして い

る。

B

冊丁

・民生委員 (高齢者実態調査)

→保健福祉課
・保健婦の情報 (老、要な情報のみ)

→福祉担 当者

保健福祉課が、65才 以上全員の

老人福祉台帳を作成 して管理 し

ている。丸秘扱いで、保健婦,ヘ

ルパー,民生委員は、自分の関わ

るケースについてのみ見ること

が出来る3

高齢者サービス調整チーム (保健

福祉諜,健康管理センター,社会福

祉協議会,訪問看護ステーション,

特養,デイ,在介,民生委員,医師

会,県民局)の 検討会でケース検

討D情 報は決まった様式にて、コ

ピー して共有じ

ケースについてどのようなサービ

スがいつ行われたのかの情報集約

はされていない。

調整チームにあがつたケースにつ

いてはケース宅のノー トにて情報

共有 している。

国保データバ

ンク事業のノ

フ ト調整中

健康調査票 :

健康管理セン

ターに世帯単

位で入力 して

あるが、活用

は不充分。

・特に問題はあが

っていない。
・プライバンー保

護のため、情報

の持 ち出 しは

できず、関わ り

を持 つ ケー ス

についてのみ、

担 当者 が見 る

ことができる。

C

附r

民生委員

⇒在宅介護支援センター

個人の電話

→在宅介護支援センター

トーノ、ヘル′く―の活動中の情幸R

→在宅介護支援センター

)内1坑

→ SW→ 在七介ti隻支援セン

ター

在宅介護支援センターは、十日誠記

録用紙に、所長が記入。相談用紙

は日付順で、個人データとしては

集約 されていないD

高齢者サービス調整チーム (福祉

課,在介、ヘルパー保健婦、看護婦)

の会議は、不定期で、情報共有の

ための決まった様式はないじ

和談記録表は共用しているが、そ

オlンぞオ1ン(デイサ~ビ ス、ヘルパー、

保健婦)の 活動の記録は別々であ

り、共有さオ1″ていない.

各部需での利用話の情報などの

整理、把握はまだできていないぅ

・住民基本台帳

はパソコンに

入つている.
・健康実態 調

査,検 診結果

は個人データ

であり、住民

基本台帳 とは

対応 しない形

で 入 つ て い

る.

・特に問題はあが

っていない。
・プライバシー保

護 を意識 した

取 り組 み は な

い 1 )

表4 二 重県下6町 における在宅要援護高齢者情報管理の現状
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情報の流れ、集約 組織間での情報の共有化 情報機器 プライパシー保護

D

町

・民生委員 (年末慰問対象者の把

握)

→在宅介護支援センター

・住民の相談、

→在宅介護支援センター

・町立病院、施設からの情報

→在宅介護支援センター

普段の情報のや りとりは日頭で

なされるが、情報は、在宅介護支

援センターのパソコンデータに

集約されている。

・高齢者サービス調整チーム (町立

老健,町立病院ナース,デイ、ヘル

パー,保健婦,福社課)会 議にて情

報を共有化じ
・情報は一

覧衣になっている。2週

間に 1度 更新されている。入力は

在介の職員 1名 に限られているD
一覧表が各部署に配布されて共有

さオしている。

町役場、保健

福社会館は、

ハノヨンネッ

トワークでつ

ながっている

が、病院、施

設とはつなが

つておらず、

対象者の個人

情報共有には

使用していな

い。

・特に問題はあが

っていない。
・プライバシー保

護 を意識 した

取 り組 み はな

いが、ケースの

デ ー タ人 力 を

で き る職 員は
一 人 に限 られ

ている。

IE

田r

病院

→在宅介護支援センター

住民

→保健婦→在宅介護支援セ

ンター

民生委員

⇒在宅介護支援センター

在宅介護支援センターが情報を

集約 している|ぅ普段の情報のや り

とりは口頭で行つてお り、特定の

書類などはない。

健康福祉課の中では情報ノー トに

書いて保健婦間で共有。

町の健康福祉課と、社協で同じカ

ルテを使つて情報を共有していた

時期があつたが、その後、設置主

体が違う組織であるので別にすべ

きとの意見があり、別々のカルテ

を使用することになった。

情報の共有は閲覧のみD

週に 1回在宅介護支援センターが

情報集約 したプ リン トを用意 し

て、在宅介護支援センター、デイ

サービス、ホームヘルパー、健康

福祉課で、情報伝達のための連絡

会議を持つ。情報集約 したプリン

トに特定の書式はない。

・住民基本台帳

はパ ソコンに

入つてお り、

保健福祉課で

も利用 してい

る。国保デー

タバンク事業

で検診結果の

入力もできる

よ うに 調 整

中D
・在宅介護支援

センター、ヘ

ルパー各々が

情報を別々の

パ ソコンに入

力、システム

のつなが りは

ない。

・特に問題はあが

つていない。
・プライバシー保

護 を意識 した

取 り組 み t ) な

い

Ｆ

町

住民、民生委員

→保健婦→在宅介護支援セ

ンター

病院

→在宅介護 支援センター

在宅要援護清i齢者および独ナさ老

人を把握するために全数調査が

行われ、情報は在宅要援護者管理

システムを用いて、イ】:IR福和L課が

情報を管理 している,(独 居老

人、確たきり、痴呆、心身障害舌)

高齢者サービス調整チーム (医師、

民生委員、デイ、ヘルパー、在介、

住民福れL課、保健婦)の 連絡検語i

会で、情報共有.

在宅介護支援センターと保健婦は

情報共有じ

住民福祉課の在宅要援護者管理シ

ステムの情報のうち、社会福祉協

議会が関わる部分はフロッピーに

て共有。このシステムヘの書き込

みは住民福祉課の老人福和L担当者

αルチD

実際には直接担当者同士で情報交

換することが多く、このシステム

による情報を十分活用していると

は言えない。

在宅要援護者

管理システム

で情報を集約

している。

訪 問看護 支

援、障害健康

管理などのシ

ステムモD作ら

れ た が 実 際

は、別の活動

記録 と重なる

ため使用 され

ないぅ

特に問題はあが

っていない。

ケースのデータ

人 力をできる

職 員は一人に

限られている。

共有することの

できる情報も、

限定しているぅ
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6.研 究開発事業

県立病院の地域連携に関するモデル研究

学内研究員 :村本淳子、自井徳子、北昂謙吾、森下利子、石村由利子、藤本幸三、二村良子

学外研究員 :佐甲 隆 (四国市保健福祉部)、永池京子 (医療法人社回杏精会岡田病院)、

山路恭子 (総合医療センター)、西崎智子 (こころの医療センター)、永井とし子 (一志病院)、

西岡忠美子 (志摩病院)、稲垣弘明、大西武徳 (県立病院課事業推進グループ)

I.研 究目的 ・方法

本研究の目的は、県立病院が担うべき地域医療のあり方と、その実践方法の具体策について看護の立場から

明らかにし、息者中心 ・地域中心に立ち、地域連携を推進し、県民から支持される医療および看護の提供につ

いて検討し、な護の質の向 Lに寄与することである。

本研究は今年度立ちあげた研究であり、今年度の目的は県立病院の地域連携に関するモデルを検討するため
の基礎資料を得るために、現在それぞれの県立病院で実践している地域連携に関する看護実践の具体的内容を

検討するとと|)に、「地域」および 「連携」の概念について検討することを目的とする。
方法は、煤内の4県 立病院 (医療センター、こころの医療センター、一志病院、志摩病院)そ れぞれの地域

における役割 ・機能が異なるので、その個々の病院の役害」・機能に応 じて地域連携に関わることでその病院ま

たは病棟で実践している内容を聞き取り調査によって明らかにする。とくに看護実践の視点から考え、どのよ

うなことが問題となるかをアセスメントする。それらアセスメントより、4病院で共通すること、またはその

病院独自のt)のは何かを検討し、地域連携において看護の立場で可能なことおよび看護として求められている
ことを明確化する。

11 研 究経過

耳印友11年 10月にプロジェクトを立ち上げ、実質的には 11月から月に1回のペースで会議を開催 した。4つ
の県立病院に共通する 「県立病院の基本理念」、「県立病院の役告J」、4つ の県立病院各々の概要、設立の背景な
どに関する共通理解を行い、それらを基にして研究目的 ,方法の詳細な検討を行い、具体的には_上記の内容で
コンセンサスが得られ決定された。

また、各病院の病棟および看護婦個人のレベルにおいて現在実践されている内容で、各人が地域連携と判断
する具体例を収集 し、その内容を分析中である。

さらに、4病院の院長、看護部長に 「病院の役割、機能、地域連携について」の意見の聞き取り調査を行い、
これについてt)現在整理中である。この調査を行つた理由は、看護において地域連携を考えていくにあたって、

最終的に病院の基本的な考えとずれが生 じないようにするためである。

皿,研 究成果

はじめに、44)の県立病院に共通し、すでに明らかになっている 「県立病院の基本理念」「県立病院の役害1」
について述べ、つぎに 「県立病院の概要」について整理する。

県立病院の基本理念

(1)想 者の人権を尊重す る医療を追求する。

(2)県 Lくと地域の信頼を得る医療を通求する.

(3)常 に時代や環境を先取 りし、求めに,れるサー ビスを実践するコ
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2.県 立病院の役害|

(1)県 立病院は、息者本位 ・患者本位に立ち、地域の医療機関等との連携を推進し、県民から支持される

医療を提供する。

(2)県 立病院は、民間では困難な高度、特殊、不採算、救急医療等を提供し、また、保健医療福社の連携、

災害、研修教育等、医療行政施策の目的達成に貢献する。

(3)県 立病院は、地域のシビルミニマムを確保する。

3.県 立病院の概要

区  分 総合医療センター こころの医療センター 一 志 病 院 志 摩 病 院

総 合 精神 一
般 総 合

所 在 地 四日市市大字 日永 津市城 山 一志郡 白山町 志摩郡阿児町

開設年月日 平 6 10,1 口召25.3 25 F召23.11.1 『召23.11.1

診療 科 目

内 ・外 ・心外 ・脳外 ・ノト・

産 ・整 ・リハL S , ・皮 ・泌 ・

眼 ・耳 ・精 ・神 ・放 ・麻
精神 B神経 ・内 ・歯

内 ・外 ・/ 卜・( 産) ・整 ・

眼 ・耳 。(放)
内 ・外 ・産 B 整・皮 ・泌 ,

眼 ・耳 ・精神 ・放

承認 基 準 看 (一般 2.5:lA15:1)
看 (精神 =特 2類 )

新看護 3,lA 1311
看 (一般 3:lA1011)

看 (一般 25:lA13:1)

(精神 特 1類 )

許

可

病

床

教

一
般

精 神

伝 染 8※ 10※

命
夕．

取
り

計

主

な

役

告J

県下及び北勢地域の基

幹病院 として地域の

医療 を確保

2次 医療及び 3次 医療

の一部を実施

高度、特殊医療の実施

第 3次 救急医療の実施

(救急救命センターの併

設)

臨床研修及び生産教育

の実施 (医師等医療従

事者)

地域医療機関との連携

その他行政的医療等の

実施

県内の精神医療の基幹

病院 として精神医療

のモデル となる。

医師、看護婦等の臨床

実習病院

アルコール、痴呆老人、

リハとり医療の実施

保健所等関係機関との

連携

老人↑生痴呆疾患センタ

山間地域 (奥一志)

における継続 医療

の確保

2次 医療及び 1次 医

療の補完

2次 救急医療の実施

(病院群輪番制)

地域における伝染病

の医療に対ArL

志摩地域の中核病院と

して地域の医療 を確

保

2次 医療及び 1次 医療

の実施
・2次 救急医療の実施

(病院群輪番制)

地域における伝染病の

医療に対処

(lT l)診療科日( )は休診、許可病床数※は病院併設の組合立伝染病床

以上のように、4県 立病院の役割、機能は異なり、必然的に地域連携に果たす役割 も異なっていることが

予測できるぅしたがって、4つ の県立病院それぞれで看護実践されている地域連携に関する内容を出し合い、

病院の役告け、機能に「日した地域連携を考える手立てとする。

4.地 域連携に関 して4病 院か ら報告された看護実践例のまとめ

t〕内千+病棟に人院 tンていた患者が、週硫後療養型l ll床群の病院|こ転院 したり、者人保健施設に転院するにあ

たって、施設を紹介 tャたり、入所後の状態を確認 しているが、このような地域連携においては組織的取 り

ネri(■で十子とな く、各FFl棟婦長が独 自に資准|を集めるなど、孤軍奮間 している。

● l~|1病棟において育児枠の不安が強い褥婦に対 し′て、退院後助産婦等が家庭訪問 して、母子の退院後の様

子を確詰 しているが、助産布おかボランティアとしての位置づけで家庭訪間を実施 している。

1,特号1差護七人ホーユ、′、脳血管障害の8者 のサマ リーを看護婦が郵送 して、情報提供 している。

●情報提供は医師が中心で、看護婦は行っていない

|二,各種研究会、公開講座を開催 し、地域に開かれた病院をアピールする。

●浄〕る特定部署か地域との連携の役告」を担 うという役告」分担がなされているため、各病棟看護婦 レベルでの

i連携は行われていない,特 定部署がな日となって地域 と全体的に連携をとっている。
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看護実践例から考えられること

1)4病 院それぞれの地域連携に関する実態、および課題を整理すると、

① 4つ の病院に共通すること

②それぞれの病院特有なこと

の2つ に大きく分けて考えられる。

2)今 までに報告された各実践例 (事例)を 詳細にアセスメントする必要がある。

そのためには、「連携フォーマット」を作成することが今後必要である。

5。 「地域」、「連携」の概念について

地域連携を考えるにあたつて、「地域」、「連携」は重要なキーワー ドであり、この用語の概念を看護実践

例を分析 していく中で明確にしていく。

「地域」とい う用語の概念

地域医療における 「地域」

単なる空間の広がりだけではなく、政治 ・経済 ・文化を含んだもので、その意味では自治体の概念と大

幅に重複している。一般に保健 ・医療 ・福祉のケアはコミュニティ (学校区)や 市町村などの単位で行わ

れ、第一線の地域医療を支援する中核病院は広域市町村圏を単位に設けられ、政府の地域医療計画は広域

市町村圏や都道府県を単位に行われている。

ふつう、地域医療の対象となる範囲はコミュニティから都道府県までと考えられている。同時に地域と

いう概念には、その地域の産業や消費生活、文化構造、住民の職業、階層、年齢構成も含んでおり、当然

地域の特性が問題になる。

地域医療を構成する要素として、①地域 (地域医療が行なわれる場。コミュニティ、市町村、広域市町

村圏、都道府県)、②住民、③保健 ・医療 ・福祉機関、④地方自治体である。

(林 俊 一 :地域医療論と日本の地域医療,講座 日本の保健 ・医療 3地 域と医療,p84-86,労 働旬報

社,1990)

b.

行政関係者が使つてきた 「地域」―行政圏 ・管轄圏

保健所や福祉事務所がとらえる地域。行政圏や管轄圏は、必ずしも住民の生活区域とはいえない。

施設や病院 ・診療所からみた 「地域」―利用圏 ・医療園 (診療圏)

住民からみた地域のとらえ方ではないが、住民の行動をもとにした地域というとらえ方の一つに、利

用圏 ・医療圏 (診療圏)と いうのがある。施設や病院 ・診療所をもとにして考え、その施設 (病院、診

療所などを含む)の 利用者が広がりをみていく見方である。衛単に言えば、利用者がどこに住んでいる

かをプロットして、濃度の高いところを利用圏 ・医療圏 (診療圏)と 考え、これを地域とする。施設関

係者が地域を捉えるとき、このとうに考えることが多い。この見方からいえば、市区町村の境や保健所

の行政圏や管轄園はあまり眼に入らない。

住民にとっての 「地域」一生活圏 ・買い物圏

住民からみた地域は、市区町村や保健所 ・福祉事務所がいうような行政圏や管轄圏ではなく、また、

施設や病院 ・診療所がいう利用圏や医療圏ともまた違う。住民にとつての地域は、日常生活を滞りなく

行なうことのできる範囲をいうわけで、生活圏と考えることができる。通勤や通学、買い物などを行な

う範囲をいうわけで、いわば買い物圏ということができる。通勤や通学の道筋や職場や学校の周辺は、

その人にとつては重要な地域である。生活に密着した生活圏だからである。住民が生活する範囲を地域

としてとらえる考えが曖味になると、地域のとらえ方が住民から遊離してしまう。そこで行われる地域

活動は、なかなか住民に受け入れられないものになる。

健康 ・疾病が労働と生活そして環境によって強く規定されていると言う事実に照らして、日常診療と

いつても、受動的対応では不十分。地域を健康なものに変えていく方向性を自党した日常診療が、地域

医療の基礎 となる。地域医療は健康な地域をつくる活動 ・運動である。

地域医療は、個人についても集団についても地域環境についても、能動的に保健 ・医療要求に応える

方向性を備えなければならない。(吉川武彦 :地域精神保健活動入門, p17-18,金 岡1出版,1994)

C .

以上の用語の定義 を参考に しなが ら、地域連携 を考える うえでの 「地域」の概念統
一を図る。
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事例から考えられる、地域連携における 「地域」とは、

①患者個々および家族

②病院の診療圏にある開業医

①関係医療機関の職員

などである。

また 「連携」とは、病院の役害1から後方支援病院、診療所との連携や、その地域に住む個人と病院との連

携というようにさまざまな連携先が考えられる。県境を越えて診療圏が存在することもある。

IV。今後の進め方 ・課題

以上のことか ら今後の進め方 ・課題 について整理す ると、

①各病院が今までに看護実践してきている地域連携に関する事例を中心に 「地域」、「連携」の概念について

さらに考えを深めていく。

「地域」という用語の概念統一

「連携」という用語の概念統一  と いう作業をおこないながら 「地域連携」の明確化を図る。

②各病院より提出された地域連携に関する事例を詳細に分析する。

分析にあたって 「連携フォーマット」を作成 し、それに基づいて行 う。

①看護における地域連携の問題点を出し、地域連携における看護の役割を考える。

④ 4病 院の管理者 (院長、看護部長)の 「自分の病院の役害」、機能、地域連携についての考え」と看

護実践例から抽出された地域連携における看護の役割の一致度およびそのずれについて明らかにする。

<参 考文献>

朝倉新太郎、野村拓他編 :講座 日 本の保健 ・医療 第 3巻  地 域と医療、労働旬報社、1990.
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7.研 究開発事業

ルーラルナーシング概念枠組みモデル

学内研究貝 :八日勘ltl、重松伸司、村本淳子、小林文子、大平肇子

西田麻子、吉岡多美子

学外研究員 :奥野正孝 (鳥羽市立神島診療所)、小坂みち代 (二重県健康対策課)

坂本和1子 (鳥羽市保健環境FFR)

I.研 究の 目的

企回的には活動の少ないルーラルナーシングを日本語にすれば、どのような言葉が適切なのかなどを含め、
その概念を明らかにすることである。さらにルー ラルナーシングの概念に基づいて、日本独 自のルーラルナー

シングの概念枠組みモデルを開発 し、二重県に適用する方法を明 らかにす ることである。

lI.研 究経過

ルー ラルナー シングの決定因千 (要素)を 明らかにす るために次のことを行った。

1,端 境 ・健康 ・人間・看護の 4つ の概念を1)とにルーラルナーシング概念枠組み仮説を立てた。
2.モ デル地区として選定した神島で、住民への聞き取 り調査 (健診受信者)や 現地での医療 ・看護活動の実

際を,と学 し、離品!14ルーラルナー シング概念枠組み仮説を検討 した。
iS.ミ ドルテネシー)|↓1大学ワキム教授の読義を受け、テネシー州におけるルーラルナーシングを日本に適用

す る方法を考えるため、神li島とテネシー州の看護活動の比較を行つた。
4 三 11ザI(の市町村を'11位とした地域看護か え,生活圏を単位 にした地域看護の展開方法を考えるために、

=二重ピ1(の市町村舛J統「iトデー タの入 力,整理,分析 を している。

IH rllF究ル文冴こ

問tF'みルーラルナーシング概念枠組みモデルの仮説の作成
ルーラルナーシングσ)概念枠和tみを枯染するために、看護の基本概念

1)である環境、人間(コミュニティ)、
健Ⅲ府、布経を用いて概念枠組十■は1を

+1:1文しデと!(は 11)

次|こF打[品 Gあ るⅢ111iわを'モデルとし

て十1徴を|サ1らかに tャた‐

仲||ヤ,|す′|ち」判|なげ)球〔化 12 k mに十ヤ:|ドと

t  i l 向i 「F i ( ) 7 ( i k 口ど
、| I J I I H  t l  l ナk n l ダ' l f ! テ

4上1体力`||ILll Iアrってしヽる、 人 11のホくサ
｀
1 1狭十り`i lⅢ准|こ千'とl r  tてt、るだⅢr ' ) / 1

tナFブ1 1〔1 )

ヂーすr l上十1 1 l  tお1 :こドⅢ1 1 , ( 1判係キか

らイ||ギと |を力!ド′とす雅J→と、 ブ、|||(rtミ

jtt f■ラ
~ ィ

)、“と|lt、 イ千キ唯十メ)村峠ナ色寸牛利1イ■

に人オげ=

神|ばうをモデイレ士|′た作品|〔!ルーラ

ル )~―シング相堆念||¶tr才ムを1文12に′l(
―“十
~

写真 1 神 品の全体図
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図 1 ル ーラルナーシング概念枠組みモデル仮説

環   境

・4勿理的要因

・社会的要因

文化的要因

ジェ不ラリス ト

地域のスペ シャ リス ト

独 自の布護方法

救急時の対応

匝王受トーーーーー→引運動剣一→

―ケッ トヘのアクセス

ンフォーマルサポー ト

交通ア クセ ス不

こ病構造への影

生活用品、食料等の購入

ノーシャルサポー

フォーマルサポー ト

地区の健康状態

動

慣

行

習

健

活

保

生

人  間 (コミュニテ ィ)

・生活共同体

・人間関係、つながり

。1主:上くれ上孫哉 1活への暗黙の束
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図2 神 島をモデルとした離島型ルーラルナーシング概念枠組み図 (案)

(平成 12年 1月現在)

物Fi的要四 匝 序=~~こ 扇五万丁稲=家 が込み合っている¬ ― 厘亘匡彊コ
ーーー→   睦

・
壇月

的
て生

麗

|ま路一本のみ、J

1諏i              → 匪亘亘コ」 終ti寒▼‖

仕会的要周 入 1島の雑貨屋 (町のほうが安くていいのであまり売れないリ

一 四

開 雨 百 両 郵 海業はなヤ| →

皇`冶体/のヽ補助』 て

文化的要四 i所在地 |二重県 烏羽市 面 積 子0 76Km2、 周囲 39X劇

ミュニティ

i活す年同体 !田「内会、婦人会、消防同、青1士年部、老人会など人間の成長に合わせて町の役害1を担 う

申 1囀

匝璽王亜亜憂豆互正ヨ顧百琢百蔑剰 隅協組合のつなが,が強州

枚急時")はの剰 酌ま住民同士の助け合いで行われている。

打朽  枢 iい ざと云 うときには助け合 うが、島の中での競争ッ出ま預困

信 念 て きる限 り向分で働きた, 、島力ヽら離れたくな↓ヽ ( 不便はな↓い
弔

・1

|しきたり(暗黙のィレール)"火の意識ど強↓‖

1経  洲 i裕福ではない、年企生活で十訴に持費なども負担に感 じる

資笛のたは少ない。下のレベルが高い。大金持ちもいない。

匝 亜 王 ∃ 隆 埜至壁 壁

1老人などの困っている人がいオwざその場にいる人が助ける。 餓 の人であるこ:不 夢岳巧 |

ヒ冊注月二

関必ゅ強さは 1,親 成 -2,町 内会 -3,組 - 4、 仕事1聯 か ?

保健行朝!医彊壷正三亘重医茎重萱□   1健康状】;肺呆老人ヤよヽなVヽ

医師による飽蔑教室 (月に 1回 )

駒麦7年度死亡原因第 1位は詔帥    (5カ

を女して了司

的 |

1医師の不在時、連絡をとって去F応する|(役 割分担が相互的)

蜘 i                        申

1今後の課題 陸 婦と看譲婦の連携システムの整州、

で会ったとき医師や看護婦に相談

早めに診療所に来る、医師の指導に従 う   申 網駿 死亡率 仔成2～4年)57(期 丹市は58)

1生活習凋 !  生 涯続ける仕事を持っている (重と、収 子守、家事)

匠西園 匪コ 降女仕事は身体に負担が大きい、夏は体制が悪Vヽ

晦

率1職 !町内会長―組長―紺抹邸批  規 成関係は強い。
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環境要因の特徴は離島であるため

の交通アクセスの不便さがあげられ

る十う 市 の中心士也までは 1日 4イ主復の

定期船で 1時 間である。夏の台風、

冬の荒天時などには船が欠航するこ

ともあり、近隣の総合病院への受診

や緊急時の搬送などが困難となる十D

住宅は島の地形条件のため斜面にそ

つて密着 して建っているぅ (写真 2)

そのため歩道はほとんどが十i二宅の

問をぬった階段 となっている!〕階段

の 上り下 りが 日常茶飯芋であ り、

膝 ・腰への負れが増大し、膝 ・‖要)高

を訴える者が多い。

漁協組合のつなが り1)強い。普段か写真 2 斜 面に沿つた住宅

ら、住民右目互の支え合い力が強い地

区である。そのため日常的にお互いの健康状態を気遣いあうなどの保健面のインフォーマルサポー トが充実

している。夜間緊急時の船の手配なども親戚の支え合いで行われている。

以上の様に環境 ・コミュニティ要因が健康状況に大きな影響を与えている。看護はこれらの要区1の影響を

受け実践されていると思われる。

神島の診療所は医師 1名、看護婦 1名、事務職 1名で構成されている。看護婦は様々な医療職の役筈1を果

たしている。また、神島の住民のその家族構成、既往歴、性格、生活習慣などあらゆることも理解 している。

看護婦は神島に在住しているので、看護実

践は診療所内だけでなくあらゆる場所で求め

られる。例えば、道で会つたときに健康本目談

をもちかけられたり、夜間に自宅に緊急の電

話が入つたりする。24時間体制で 1年間勤務

していることになる。住民にとつては安心で

きることであるが看護婦の負担は大きい。

医師の場合、代診制度や大病院への研修市」

度など離島、へき地で働く者への支援体制は

整つているが、看護婦の場合支援体市」の整備

は今後の課題である。

上述の看護の特徴から離島、へき地におけ

る看護婦の役害」について都市との比較で考え

てみる。図3に示したように専門性に関して

は、逆円錐ではないかと考える。医療、保健、

福祉、介護など、各専門グループが分かれて

いるのが逆円錐の上、つまり大都市と考えら

オしる。下に向かって行くほど狭くなるため、

専門グループが互いに竜なり合ってしまうじ

離島、へき地になるほど専門家の役害J分れが

明確でなくなる。また、そオ1夕ぞれの専門グル
ープを構成する人数が多いほど大都市であり、

逆円錐の下にイ子くほど構成長が少なくなる。

逆円錐の最下端が無医村 (日本にはない)と

考える。離昂、へき地であるほどな護は他の

専P明分野の役割もれう必要性がでてくると推

測される。

図 3 ル ーラルにおける専門家の役割

人ロサイズ

大都市 ―

保健、医療、福祉

などに関わる人数

― 陸 」

仰 い押巾が明瑠

1中都司―
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つまり、ノレー ラルにおいては、保健 ・医療 ・福祉 ・介護などの分野を看護職 1人がそれら全部の役害」を担

うジェネラリス トとなっている。したがつて、「ジェネラリス トのスペシャリス ト」というものが必要とされ

るのではないかと考えら加ンた。

2.ワ キム教授の話義内容 と神島の看護活動の比較よリルーラルナーシングを考える

神島を例にして、ルーラルナースの役害」は専門家 (Specialist)によって行われている分野を全般的

(Gcnelヽal)に 担 うことだと考えられた。 しかし、Dr.」udith Wakim(Middle Tennessee state University

School of Collego)の話義によると、米国テネシー州におけるルーラルナースの役割や看護の実践内容 と神

島の看護職持の役告」を比較す ることにより違い と共通点があることがわかった。

1)ル ーラルの特徴について

ルーラルと呼ばれる地域の要因として挙げられる他の地域から孤立 していること (Isolation)、マーケ

ットヘのアクセスがイ〔使であること (Poor access to market)などは神島と共通する。 しか し、同じ第
一

次産業中心の地域であるが、米国ルーラル地域の特徴である農夫、牧場主、漁師の事故による死亡率が他

の職業の4倍 であること Grarmclヽs,ranchers and fisherman have four times higher accidental death

rate than people in othor occupation)は異な り、神島での死亡原因は都市部と変わりはない。また、

米IJのルーラル地域の特徴にはメンタルヘルスサービスが必要とされていることを挙げ、その理由として、

いつ や)空困であること (Thelcヽ is pelsヽistent poverty)、少ない利益のために働 き続 けていること

(Residents work continuously for veI｀y little gain)、自己救済グループがほとんどないこと (Self help

grallぅs arc almost IЮIドexistent)な どが挙げられた。 しか し、神島には貧困はなく、地域には診療所が

あり、町内会をは じめとした生活共同体としての組織や強い繁が りの親戚が近くにいることから、このよ

うなFユillによるメンタルヘル スサー ビスはあま り必要ではないと思われた。

2)ル ーラル地域のFFl康問題

米国ルーラル地域で起こる1/rL・康問題をいくつか挙げると、塵 と化学物質による月市疾患 (Lung discasc from

dust an(l cllcmicals)、騒キによる聴力消失 (Noise induced healヽing loss)、化学物質の使用 と紫外線か

らけ|き起こされる)再(Callcelヽassociatcd with cilcmical use and sun exposure)などがあると述べられ

たが、神島で起こる疾恐は、何司のそれとあまり変わ りはない。ルーラル地域の家庭では、公的な機関の

健康援助を受けるより、家族や憐人といった非公式な援助をうける傾向がある (Rulaヽl fttilies are more

likcly to obtaiII11●lp throtlgh il]formal systcms or family and neighbors than through any formal hcalth

care system)点 は、隣近所や述端で出会つた医師や看護婦に相談する神島と似ていると思われた。

3)ル ーラルナー スに老、要とされ る知識や技術

テネシーリ|の ルーラルナースに自分の安全を守るために必要とされている危険な場所へは 2人 で行く

(Takc a sccond persαl if area tunsafe')、事故などで連絡がつかないことを考えて日程の控えを事務

所に置く (lcave a copy of itineratヽy at tho office)、夏には凍った水を持つて出かける (Start out with

a bottlc or fl。ヽzen watel i`n thc stmmcr)などということは神島だけでなく日本のへき地では考えにく

い内容であると思われる。地方の経済を知 り、それがどのようにホームケアに影響するかを知る (Know

local and natioinl economics and how they affoct homc calヽe)と いう点では、神島の看護婦は神島に

在住 してお り、十1民 1人ひとりの背景や経済の変化が地域に及ぼす影響などをど]分の生活する地域に起こ

つている出来事とにンて熟知1している―,多岐に渡る技術や知識を持つ必要がある (Bc skilled in many al｀eas)

ことは共通 していると言えるが、狭い洋わの11少療所 とい う施設内での役割を担 う神島の看護婦とテネシー州

とい う広大な地11文をフ ィール ドとする看護婦とでは必要とさオしる知識や技術 も異なると思わ才した.ま た、

は杵を前にして最津の方法がわかる (Possess plactical wisdom know best wュy)こ とが必要である述べ

られたが、個々び)京を匝1り、点滴などを行 うテネシー州の看護婦とくに,べ、診療所や船で 1時 間の距離に

ある総合病院などのバックアップのある神品の呑言建婦では必要とされる判断に違いがあると思われる。米

国 ・テネンーリ|ブ)布護婦が行 う処置 と日本 ・神島のそオlンとの違いは、看護婦の裁量権の相違 と思わオしる。

(表 1参 照)

このように 「ルーラル」と言われる2つ の地域の比較により知 り得た 「違い」を明らかにすることがそ

の地域のおけるルー ラルナー スの役
'コ
|や特徴を表すのではないかと考えられた。

つまり、ループルナースに必要とされる知識や技術は、環境、地理 ・地形、医療、設備などに合つた住

民の健康を保つ手段やi主具を必要とす るとい う事がわかってきた。
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表 1 テ ネシー州 と神島の看護婦の業務比較

テネシー州 神   島

さまざまなことに熟知している。 診療所という活動の場でのコメディカル的知識 (例:薬のことをよく知っ

ているなど)。その地域に居住している。→人間関係 ・家族関係の熟知。

地方の経済を知っている。

経済がホームケアにどのように

影響 しているか知っている。

主な産業が第
一次産業である漁業、景気が自分たちの生活に関係 し、その

影響下におかれていることは知っている。
日本経済とい う広い視野で補 らえているかは不明。

最善の方法がわかる。 医師不在時の緊急対処方法は知っている。

自分の身の安全を守る。 生活自体が生命の危険を招く土地ではない。

職業としての裁量権がかなりあ

る (医学的治療処置も含む)。
看護婦は治療処置はしていない。保健婦的なことはあまりしていない。

ルーラルナースとしての教育。 教育されたのではなく、必要に応じて学ぶことによって身についたジェネ

ラルの知識。

3.二 重県内の行政単位 (市町村別)に よるルーラル地域区分

二重県内の行政単位 (市町本拐明)に よるルーラル地域区分をバ ッシィのルー ラル地域区分の定義
2)を

参

考に試みた。図 4(人 口 20,000人 以下)、図 5(人 口密度 150人以下/km2)を 参照。

二重県 69市 町村の うち、人口規模 20,000人以下は 52市町村 (この うち 2,500人以下は大内山村と紀和

町)、人口密度 150人/廊 以下は 29市町村である。)29市 町村の うち、27町村は人口が 20,000人以下で

あ り、これ らをルー ラル地域 とした。

rV.今 後の課題

1,日 本のルーラルナースに必要 とされ る知識や技術を明 らかにする。

2.ル ーラルナースが独 自の判断でできる医療技術の拡大 とその教育について提言す る。

引用 ・参考文献

1)内 海 滉 監訳 :看護学イン トロダクシ ョン、医学書院、1997

2) Angeline  Bushy t Rural  Nursing,V011,SAGE  Publication,Inc,Califorinia, 1991
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岐阜県

愛知県

滋賀県

伊勢湾

奈良県

熊野灘

太平洋

図 4 人口20,000人 以下のルーラル地域
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岐阜県

熊野灘

愛知県

伊勢湾

滋賀県

奈良県

抑
　
　
　
　
　
　
―十
上

Ｏ
Ｔ
Ｉ

太平洋

図 5 人口密度150人 以下/krn2の ルーラル地域
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8.地 域課題研究事業

紀南健康長寿モデルエ リアプロジェク ト

学内研究員 i河原生手、北島謙吾、黒田裕子、三枝清美、大内理恵、山幡信子

研究協力 者 :澤 井史穂、束八重子

関 係 機 関 :紀 南健康長寿推進協議会、二重県健康福祉部、関西総合研究所

I 研 究 IJ的 ・方法

紀南地域を1/kllttfで生きがいに満ちた長寿社会の先導的な地域にするため、健康で生きがいに満ちた地域づく

りをめざした紀南健康長寿 リーディングエ リア形成事業に参画。基盤整備の方向及びアクションプログラムを

台んだ総合プランのガイ ドラインとなる 「地域 トータルケア評価 システム」を策定する。

1「 地域 トータルケア評価 システム」の枠組み作成 (平成 9年 度実施)。

2.「 地域 トー タルケア評価 システム」による現状分析 (平成 10年度～)。

3.現 状分析に基づ く評価精標の設定 (平成 11年 度～)。

4_1～ 3に すにづ く紀南健康長寿モデルエ リア事業への研究的支援 と事業評価 (平成 11年度～)。

H.研 究経過

本年度は以下の 3点 を中心に活動 した。

1.平 成 10イ|モ度に実施 した 「げんき夢プラン意識調査」 (平成 10年度実施)の データ分析。

対  象 i紀南地域 5市 冊J村に在住の 65歳以上高齢者 7,269名。6,135名より回答が得られ、回収率は 84,4%

であった.

調査期間 :平成 10年 7月 ～8月 十】

調査方法 :調査用紙は 「介護保険711備調査 (二重県実施)」ヤこおける 「高齢者
一般調査票」と1司時に郵送 し、

山記、留置式で行った。

調査内容 :li:民の主観的健康観、生活満足度等を調査 した。

分析方法 :分析には統計 ソフ トSPSSを 用い、 χ
2検

定により各因子の関連性 を検討 した。

結  果 i分析結果についてはFlt在検討中であるが、「健康状態」と有意に関連する因子としては、「懺 il」、
「年齢」、「枕業J、 「人との付き合い」、 「家族の健康状態」、「人生満足度」等があつた。

2.地 域 トータルケア評価指標の作成

既存の統計調査及び介護保険準備調査 (平成 10年 度実施)の データを基に、紀南健康長寿推進協議会と

検li寸中である。平ナサ蛇9年 度に作成 した 「地域 トータルケア評価システム」においては、「健や力寸旨標J「あた

たかさ精標」「坐かさ指標」の 3つ の枠和lみを設定 したど以下にそれぞれの評価指標において何を評価の視点

にお くかについての 考え方を示す.

評価指標 何を評価の視点におくか

健やか桁標

年齢階層別でみた健康状態。
年齢階層別でみた 「寝たきりどの要因となる疾病の罹愚状況。
住民の健康意識の状況ぅ

あたたかさ指標

地域における住民相互の主体的なサポー ト状況。
行政機関等の地域におけるフォーマルなサポー ト状況D
地域におけるバ リアフリーヘの取り和とみ.

豊か さ指標

安心 ・安全な生活が営まれているか (交通事故や犯罪等も含む)。
生きがいを()つた生活ができるか (就業や学習、娯楽等を含む)。

快適な4生活が言まれているか (環境、インフラ等を含む)。
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3.今 年度は、紀南健康長寿リーディングエリア形成事業が推進する健康まちづくり事業の一
環として実施さ

れた熊野市主催の健康づくり事業におけるウォーキングの実践において、本研究事業の一
環として本学学生

及び教員が実践及び研究的支援で関わった。以下にその活動報告をまとめた。

熊野市飛鳥町小阪地区でのウォーキング実践報告

(二重県立看護大学助教授 澤 井史穂、二重県立看護大学 健 康科学サークル お やゆびこゆび)

二重県南部の高齢化率は全国平均を大幅に上回つており、熊野市においては地域住民の健康寿命の延長を図

るため、誰でt)手軽に取り組める運動―ウォーキングーを日常生活の中に習慣づける取り組みを女台めている。

本年度は、飛鳥町小阪地区において本学の教員と学生が保健婦と協力して3ヶ月間のウォーキング教室の実践

を試みた。以下にその内容と結果について報告する。

1.ウ ォーキング教室の概要 ・運営方法
・期  間  平 成 11年 9月 4日 ～12月 11日 計 13回 毎 週土曜 日午後 1時 ～ 3時

但し、初回と最終回は体力測定 (測定項目…身長、体重、体脂肪率、脚伸展パワー、有酸素パワ
ー)を 行い、それに先だつて血液検査も実施 した。

・参 力日者 飛 鳥町小阪地区住民有志  男 性 5名 、女性 15名 、平均年齢 63.9歳 (40～78歳 )
・実技指導 本 学澤井助教授、健康科学サークルおやゆびこゆび所属学生 (毎週 2～ 3人組で指導)、保健婦

1～ 2名
・指導内容 ① メディカルチェック (保健婦担当)

②ウォーキング前の筋肉のス トレッチング

③安静時心拍数の確認

④適切なウォーキングの姿勢、動作の確認

⑤運動中の″心抽数チェック

⑥ ウォーキング後の筋肉のス トレッチング

⑦その他 (ウォーキングの効果や利点、安全上の注意点をしお りにして配布)
・自主活動 教 室以外の日にも自主的にウォーキングを実施する習慣を身につけてもらうため、参加者全員に

歩数計を貸与 し、しお りの中に毎日の歩数を記録する頁を設けた。

2.体 力波」定結果

<女性〉                      〈 男伴〉

測定実施 日 9月 11日 12月 11日

参加者教 17 8

午齢 (歳) 63 4二上9 o

身長 (cm) 150 7二=6 0

55 t‐=9 4

2 9 6 ± 6 3

1 3 1  6 + 1 4 4

1小lTt(kg) 54 9E=8 8

体ll l防率 ( % ) 26 8こと8 1

1又桁舌呉珂血1ア|:(mmilg) 132 8 t20 4

拡張野1山1圧( m n H g ) 77 7!上 7 9 775上 80

695■ 11 7
安静時′はヽll i教

(拝1 /分)
76 0[=11 5

1 9 5 3■ 2 5 3 3lllllⅢlilltハ ワ (ll) 194 4[上 161 5

脚伸展ハ
・
ワー(けk日) 8 6 ■ 3 4

6 0 上 3 0

9 0 どt : 2 9

5 0 ± 2 6有確宗ハ
・
ワ (‖)

打tケどV()2m=lx(1″/多〉) 20=12 15± 05

Tllt Fi l =レステrj‐ル 1 33 9 2 1 3  5 [主2 9  7

5 5  4 = 1 7  8111)1, コレステロール 55 1[上 13 5

1夕[)1フ ヨレステII―ル 1 3 1  0 上1 8  9

1 6 6  1 :七7 5  3

134 1 上 28 4

中1↑生月析lll 150 7± 86 3

〈男性〉

測定実施 日 9月 l l 日 12メ111日

参加者教 D 4

年齢 (歳) 64 4± 8 0

身長 (cm) 160 1二上9 2

体重 (kg) 6 6 4± 6 1 617J164

体脂妨率(%) 198± 2 7 219± 1 9

収縮期向圧 (側nHg) 1 3 2 0 ±6 7

73 0± 9 3

139 0=上 25 1

拡張期血圧 (皿nHg) 81 01± 84

安静時′しヽ抽数
(拍/分)

86 0二=6 76 3E生5 1

1029E上205 4は,1申ナRアヽ
つ
ワー(W) 987 8と ,156 9

脚伸展ハ
Cワー(‖/kg) 15 0± 3 0 1 6 7 す 3 0

1 0  0 ±4  5有酸兼ハ
・
ワー(T) 78と 05

推定Vo2max(L/分 ) 1 9± 0 4 19J105

TOtal コ レステロール 2260± 30 1 202 0E上 8 0

HDL ヨレステロ ‐ル 53 7± 12 7 460+182

し1)L コレステロール 142 0二=34 6 134 3二=20 4

中性脂肪 141 7[上 56 9 134 3E上 55 6

(平均値±標準偏差)- 5 7 -



・考  祭  初 回と最終回の測定に参加 した人数の偏 りが大きかったために比較が難 しく、男性については統

計処理ができない人数であつた。女性については 2回 とも測定1直の揃つている参加者に関して対

のT検 定を行つたところ、いずれの項 目も平均値に有音差は認められなかったものの、体脂肪率

や脚 力の改善が認められた人 t)いた3

3.11回 の ウォーキング教生の実施状況

表 1.各 回ごとの天候、参加者数、歩行コース、歩行時間、歩数、距離、運動時脈拍

日 天 気
参加者数

(男/女)

歩 教

(歩)

距 離

(km)

時 間

(分)

運動時脈糠

(拍/分)
ス

9/11 『青/′J 付ヽf 10(3/7) 4000 28 集会所→四季の里→集会所

9/18 」ヽ雨 5(1/4) 28 集会所→四季の里→集会所

9///25 士
Ｈ 7 ( 1 / 6 ) 5500 3 85

集会所→だいら橋→平→四季の里→

集会所

10/2 主
同 6 ( 1 / 5 ) 3 85 集会所→谷奥林道→集会所

10/16 7(1/6) 4 9 70 3

集会所→小阪小学校→飛鳥中学校→

小阪 2号 橋→ トンネル→相ケ谷橋 >

集会所

10/30
４４
門 7 (0/7) 5700 3 99 101 1

集会所→相ケ谷 1号橋→林道→小阪

2号橋→相ケ谷川沿→小阪JV羊校→

集会所

11/6 生
門 10(2/8) 135

市民会館→松本峠→鬼ケ城跡→鬼ケ

城 千畳敷→市民会館 (熊野古道 コー

ス)

11/13 圭
同 5 (0/5) 5000 3 5

集会所 →相ケ谷 1号 橋→林道→小阪

2号 橋→相ケ谷川沿→戻つて→集会

所

11/20 〓
同 4 (0/4) 集会所→林道→飛鳥神社→集会所

11/27 2 ( 1 / 1 )
集会所→だいら橋→平→四手の甲

本乗寺→だいら橋→集会所

12/1 t ( 1 2) 600tl 4 2
集会,'F→弁天様 〉八 l坂 トンネル→

林i立,飛鳥神社 )本乗十 >fl会所

注 1  ウ ォーキンクコースの歩教を表す (保健姉の数値を使用)、

ヤi12 出 :離|±1歩約 70cmとしてfl棟,

ヤi:II 運動時期〔4TII子にコースブ)およそ中問地点において測定 した参加ヤの平均値

- 5 8 -



表 2.自 主ウォーキングの記録が得られた 12名 の 1日 当たり平均歩数

_7j  甫竹 9月 平均 10月 平均 11月 平均 12月平均 3ヶ 月平均

Aさ ん 女) 7810歩 7630〕床 7741歩 6962歩 7697歩

Bさ ん 女) 9181歩 10419歩 9279歩 9 3 1 9歩

Cさん 女) 7151歩 6043ガ床 6040)歩 6431歩

Dさ ん 女) 6473党 床 8344歩 4826歩 5341歩 6491歩

Eさん 女) 6456カ床 6656』床 5970歩 5781歩 6336歩

I「さん 女 ) 5930歩 8 1 5 6歩 7678と床 8264歩 7380歩

Gさ ん 女) 8109歩 6892歩 5902歩 5998歩 6793歩

Hさ ん 女) 9219歩 9705歩 9 4 1 1 歩 8134歩 9346歩

【さん 女) 8679歩 9556歩 8560潟床 8885歩 8941歩

Jさん 男) 3320カ床 3222歩 3418歩 3342歩 3313歩

Kさ ん 男) 5069歩 7729歩 6336歩 5834歩 6392歩

Iンさん 男) 4504カ床 4185歩 4293歩 4316歩

4.ウ ォーキングを終えて (学生の感想)

!天候にモ)恵まれ、何 とか野外でのウォーキングを毎回実施することができた。熊野の自然を身体いつばいに

浴びなが ら、気持 ち良く、 しかも安全にウォーキングが実施でき、よかつた と思 う。

反省点としては、①運動前後のス トレッチをもつとわかりやすく効果的に示すべきであった、②運動時の心

拍数が期待する数値にまであげられるよう働きかける必要があつた、③ウォーキングの姿勢など、基本的なこ

とをもつと伝えるべきであつたなどがあげられる。これらは、今後の学習課題 としたい。

また参力日者が 2名 という回もあつた。最も多い日も 10名であつた。回数が重なる毎に人数が減少していく

傾向にあつたことと、10名参加が 「熊野古道」ウォーキングの日であったことから、ウォーキングコースも工

大すればもつと参加者が増えるのではないかと感じた。毎回コースは当日の天候や参加者の希望で決定してい

た。この方法で()参加者の意見が反映され、意欲的なウォーキングを行なう上でよい動機づけになっていたと

思う。 しかしながら、地域の人にとつては、もつとコースにバ リエーションが必要であったのではないだろう

かっ参加回数が多い参加者には、「ウォーキングをするようになって、身体の調子がよくなった」といわれる方

もいたじこのようにウォーキングの効果が実感できれば、次のウォーキングにつながるのではと感 じた。

- 5 9 -



9.地 域課題研究事業

県立志摩病院における精神科入院患者の

在院 日数短縮に関する研究

学内研究費 北 島謙再、川野雅資、藤本幸三、服部希恵、大谷 恵
学外研究員 森  明 美、松井 浄 、川村女里子、実  彰 、楠本賢―

(県立志摩病院)
Robeltヽ Andors(ハ ヮィ大学)、森 千 鶴 (山梨医科大学)、国生拓子 (大阪大学)
角屋)ダ子 (広島赤十年看護学校)、小瀬古隆 (二重大学付属病院)

I.研 究目的

県立志摩病院精神科入院忠者の退院や社会参加を妨げる要因を、病院および地域ケア体市」の側面から明らか
にする.

H,研 究方法

精神科入院は者の社会生活機能お.1び社会参加ニーズからみた退院可能性の検討を以下の調査により行い
本年度は以下の 1お よび 2の 実計結果について報告す る。
1.米f与神科人院は者の特徴 : ① 基本的属性 ② 入院継続の理由
2 社 会生活機能     : ① 日常生活行動  ② 長谷川式簡易痴呆評価 他
3.ケ アに対する忠者の認知 :Pclでcption Of Calヽe

I I I _本年度の活動状況

1.前 年度に行ったプ レテ ス トのデータを元に検討を重ね、調査用紙の洗練 ,修正を行った。
2 本 年 5～ 6月 にかけて県立志摩病院精神科入院息者を対象に上記調査を実施 した。
3 調 査票を回収 し、デー タベー スの検討及び作成、データ入力、データク リーエングを実施 した。
4.単 純集計の実施 、

Ⅳ.研 究結果

1 対 象者の基本的属性

調査対象の平均年齢は 56_2±1222歳 で、その

分布は、右の図に示した通 りであった。対象者は

92名 で、男性 47名 (51.1り、女性 45名 (489%)

で あ
/ D た

っ

写こ病からのイ|を数は平均 28.31±1414年 で、入

院回数 (他病院での人院を含む)は 平均 2.90土

120回 であった,4回 以上が最も多く 42名

(47.7%)で、次いで初回人院 ・2回 目入院がそ

れぞれ 17名 (19_3%)であり、3回 日人院は 12

名 (136%)あ った,

婚姻の有無については、独身 63名 (70.0%)、

既婚 27名 (30.0%)であったじ

調査対象の入院形態は任意入院が 75名 (81,5%)

と最1)多く、次いで医療保護入院 15名 (163%)、
5000     6000

年齢
- 6 0 -
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在院日数

措置入院 2名 (2.2%)であった。

保護者は扶養義務者が41名 (45,6%)と最も多く、次

いで後見人が35名 (38.9%)であった。入院に至ったい

きさつで最も多いのは、「家族に連れらオ1ンて」で 65名

(70,7%)であった。

調査対象の実在院日数 (調査年月日一入院年月日)の

平均値は5186.2±4390.50日であつた。その分布は左の

図に示したとお り、三峰性の分布を示 した。

自殺の企図の有無については、88名 (95,7%)の人が

「なし」であつた。

給付状態は、71名 (78.9%)が障害年金を受給してい

た。

対象者の家族内の精神疾忠又は入院に必要な菜物 ・アル

コール依存症者の有無については、「なし」が 40名

(44,0%)、「あり」が 23名 (25.3%)であった。

今回の入院中に起きた物理的暴力 (自己、他人に対する攻撃又は、重大な物理的損害)に ついては、67名

(76,9%)が 「なし」と答えた。さらに、最近6ヶ月以内の物理的暴力については、76名 (83.5%)が 「なし」

と答えた。また、最近 6ヶ 月以内の性的逸航行動、性的問題は、81名 (88,0%)が 「なし」であつた。

調査対象の異常脳波は、「なし」が 73名 (79,3%)、「あり」が 17名 (185%)で あつた。

調査対象の身長の平均は 158.4±10.48 cm、体重の平均は 57.05±11.82 kgであった。

.入 院継続の理由

入院継続の理由が、臨床上の不安定状態 (週境できないほどの重要な精神病的、又は行動上の症状を糸睦続

して1とすること)で 「ある」人は 26名 (28,3%)であり、「ない」人が 61名 (663%)で あった。

病状はまあまあ安定しているが、入院ケアを必要とするため入院を継続 している人は36名 (39,1%)であ

り、必要としない人は 43名 (46,7%)であった。

1)入 院継統の内訳

臨床上は退院可能であるが、就労能力が乏しいために入院継続している人は64名 (69.6%)であった。

また、就労する場所がないことが入院継続の理由である人は、49名 (53.3%)であった。

臨床 上は安定しているが、家族の要望で入院を継続 している人は49名 (53.3%)であった。

臨床 11は退院可能であるが、近所から退院させるなと言われて週暁させないことが入院継続の理由であ

る人は 22名 (23.9%)であつた。

臨床上は退院冶f能であるが、日中の居場所がないために人院を糸陛続している人は22名(242%)~Gあった。

臨床上は退院声「能であるが、地域社会での受け入れ可能な住居がないことを理由としている人は 20名

(217%)で あった。

臨床的には逃院可能であるが、退院計画が成り立っていないことが入院継統σD理由であるとの回答は20

名 (21.7%)であり、48名 (522%)ヤよ 「いいえ」であつた。

現在安定しており退院は可能であるが、以前服案を週坑後中止し、数日から数力月以内に11「人院が必要

となるまで,己1化させたことがあるために入院を継続 している人は 7名 (66%)で あった。

症状は安定しているが、自傷他害の恐れが残つていることが理由で入院継続 している人は、7名 (7.6%)

であり、63名 (685%)は 「いいえ」であった。

臨床 11安定しているが、精神障害者との理由で無罪になっているため入院継続 している人は3名 (33%)

であっため

2)活 動プログラムヘの参加状況

調査対象のうち、6名 (6.5%)が作業療法に参加している (時々 の参加も含める)が 、「該当せず」の回

答が74名 (80,4%)を占めた。また、集団療法 ・グループワークには、4名 (43%)が 参カロしているが、「該

Jlせず」が 75名 (815%)を 占めた。その他の活動への参加は、54名 (58.7%)力`参加 しているとの回答

であつた'                -61-



3.日 常生活行動

日常生活行動 (AЫッ)を 9つの行動について4段 階で評価 し、全介助が必要な場合の合計点は36点として分

析 した。その結果、日常生活行動の合計点の平均は 14.60±6.95点であった。

船L合 計点の分布は左に示 した通 りであっ

た。最大は 36.0点、最小は 9.0点であった。

①食事については、「1人 で不自由なく食
べられる」が66名 (71.7%)と最も多く、「全

て介助してもらわないと食べられない」は 5

名 (5,4%)で あった。食事の平均″点は 1.46

±0,84点 であった。

②入浴については 「1人で不自由なく入れ

る」が56名 (60.鍬)と 最も多く、「全て介助

してもらわないとみサtない」は20名 (21,7%)

であつた。入浴の平均点は 1.92±1,26点 で

あった。

③歩行については 「1人 で不自由なく歩け

る」が59名 (64,1%)と最も多く、「全て介助

してもらわないと自分では歩けない」は7名

(7,6%)で あった。歩行の平均点は 164±

098点 であった。

④聴力については 「何の不自由も感 じな

い」が 73名 (81,1%)で最も多く、「全く聞こ

えない」は 1名 (1,1%)であった。聴力の平

均点は 1.27±0.61点 であった。

1%)と最も多く、「全く見えない」は 1名 (1.1%)

と最(D多く、「全く理解できない」は3名 (33%)

⑦排泄については 「1人で不自由なくできるJが 63名 (685%)と最も多く、「全て介助してもらわない

と排沖とできない」は 11名 (12.0%)であった。排泄の平均点は 163± 1,06点であった。

①着脱については 「1人で不自由なくできる」

が 58名 (63,0%)と最も多く、「全て介助しても

らわないと着脱できない」は 12名 (13.0%)であ

つた。着脱の平均点は 1,75±1.11点であった。

③意志の伝達については 「不自由なく伝えられ

る」が 36名 (39.6%)と最 t,多く、「全く伝達で

きない」は8名 (8.8%)であったぅ意志の伝達の

平均点は 197± 097点 であった。

4.長 谷川式簡易痴呆評価

長谷川式術易族j呆占イ価スケールを用いた結果、調

査対象の平均得点は 17.16±886点 で、その分布は

右に示した通りであつた,得 点の最大1成は 30点 、

最小値は0点であった。20点以 下は痴呆の疑いがあ

ると評価さオ1フ、本対象では47名 (51.1%)が該当し

た。

⑤視力については、「何の不自由も感じない」が64名 (71.

であつた。視力の平均点は 1,43±117点 であった。

⑥話の理解については 「よく理解できる」が48名 (52.7%)

であつた。話の理解の平均点は 1.65±081点 であった。

度

数
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I     V 結   語

1        平 成 11年度の本課題研究において、県立志摩病院精神科入院忠者 92名の実態について以下の点が明らかに

なつた。

1,患 者の入院期間は長期化 し、年齢も高齢化 していた。

2.長 期入院の背景としては、家族および近隣の退院受け入れの困難性、就労能力 ・就労場所の不足、受け

入れ住居の不足などが示唆された。

3 忠 者の畑Lは 6割 以上の人が自立の傾向を示したが、社会生活に必要な 「会話の理解」および 「意志の

伝達」では低い傾向を示 したD

1   4株
儲摺 ネ 幌 毯鯛

数の忠者跡 呆伽 が あることが明らかとな吹 期 的なケア ・サポー ト
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編 集 後 記

二重県立看護大学地域交流研究センター年報は、本学が開学しました平成 9年度の報告、そして昨年平成 10

年度の報告を平成 9年 度 ・平成 10年 度分としまして昨年、報告会終了後に始めて発刊いたしました。

そして今回、VOL才.2の 平成 11年 度分を報告会開催当日に発刊されることになりました。報告会の日にあわせ

て発千」するにあたつては、執隼いただいた方々や事務局には年度末の忙しい中で、短時間で精力的にまとめてい

ただき編集衰任としまして、ご協力に感謝してお ります。

さて今年度の年報には、7つの県民局担当制事業と8つの研究開発事業の報告が掲載されています。昨年度で

終結した研究 1つが抜け、新たに立ち上げた研究 1つが加わっております。また地域交流研究センターの概要に

つきましては、昨年度の病」千」号の中で述べさせていただきましたので、今回は省略させていただきました。また

今回、報告の十七方などを工大し、少しでも多くの方々にご理解していただきやすいように努めました。少しでも

多くの方々に読んでいただけることを編集責任としましては願つてお ります。

(村本)
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